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 農地農業用施設災害復旧事業等補助金取扱要領

 

 平成10年4月1日付け土指第21号農政部長通知

 ［最終改正］令和8年4月1日付け農村第622号農政部長通知

 

 

 第１章　総則

 　第１　趣旨

　農地農業用施設災害復旧事業等（第２に掲げる事業をいう。）の実施及び補助金交付について

は、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第169号。以

下「法」という。）、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律施行令

（昭和25年政令第152号。以下「令」という。）、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定

措置に関する法律施行規則（昭和25年農林省令第94号）、農地農業用施設災害復旧事業事務取扱

要綱(昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1130号農林事務次官依命通達。以下「要綱」という。)、

農業用施設災害関連事業の実施について(昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1129号農林事務次官依

命通達）、災害関連農村生活環境施設復旧事業実施要綱（平成２年６月７日付け２構改Ｄ第239号

農林水産事務次官依命通達)、農地防災事業等補助金交付要綱（昭和31年８月30日付け31農地第4

122号農振事務次官依命通達）、農地・農業用施設・海岸及び地すべり防止施設災害復旧事業査定

設計委託費等補助金交付要綱（農村振興局分）（昭和53年３月３日付け53構改Ｄ第116号農林事務

次官依命通達。以下「査定設計委託費等補助要綱」という。)、北海道補助金等交付規則（昭和4

7年北海道規則第34号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところに

 よる。

 

 　                                                               第２　対象事業及び目的

  　　この要領の適用を受ける事業及び目的は次のとおりとする。なお、４の事業についてはこの要

領の第２章から第７章まで（第４章の第15の４及び５並びに第16の３及び４を除く。）は適用し

 ない。

対 象 事 業 目 的

１　農地農業用施設災害復旧事業 農地及び農業用施設の災害復旧事業を行い、農業の維 

持及び経営の安定を図る。

２　農業用施設災害関連事業 農業用施設の災害復旧事業と併せて行い、再度災害を 

防止し農業経営の安定と国土の保全を図る。

３　災害関連農村生活環境施設 農地及び農業用施設の災害復旧事業が行われる同一区 

　 復旧事業 域内で災害を受けた農村生活環境施設の復旧を速やか 

に行い、活力ある農村地域社会の維持、形成を図る。

４　農地農業用施設災害復旧事業 激甚災害等に係る農地及び農業用施設の復旧事業の促 

　 査定設計委託事業 進を図る。

 

 第３　補助対象者

補助金の交付の対象となる者は、第２の１、２及び３の事業においては(1)から(4)の者、第２

 の４の事業においては(1)から(3)及び(5)の者とする。

 (1)　市町村

 (2)　土地改良区

 (3)　農業協同組合

 (4)　知事が適当と認める者

 (5)　その他土地改良事業を行う者                            
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 第４　補助対象経費

 　　補助金の交付の対象となる経費は、次のとおりとする。

 １　農地農業用施設災害復旧事業

　　市町村、土地改良区、農業協同組合等が農地及び農業用施設の災害復旧事業を行う場合にお

 ける当該事業に要する経費。

 ２　農業用施設災害関連事業

　　市町村、土地改良区、農業協同組合等が農業用施設災害関連事業を行う場合における当該事

 業に要する経費。

 ３　災害関連農村生活環境施設復旧事業

　　市町村、土地改良区、農業協同組合等が災害関連農村生活環境施設復旧事業を行う場合にお

 ける当該事業に要する経費。

 ４　農地農業用施設災害復旧事業査定設計委託事業

　　市町村、土地改良区、農業協同組合等が農地及び農業用施設の災害復旧事業に係る災害復旧

 事業計画概要書を作成する場合における当該作成に要した経費のうち、次に掲げる経費。

 (1)　委託費

 (2)　請負費

 

 第５　補助率

 補助率は別記１のとおりとする。

 

 第６　補助金の算定方法

 補助金の交付額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額とする。

 

 第７　電子メールによる申請等

　補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知について

は、当該申請等に係る書類の電磁的記録を別に指定する電子メールアドレスに電子メールを送信

 する方法により行うことができる。

 

 第８　補助金の交付等に関する権限の委任

　この補助金の交付決定、補助金の額の確定その他補助金の交付に関する知事の権限は、総合振

 興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）に委任するものとする。

 

                                                

 第２章　事業計画

 　第９　全体計画の概要                                                        

　  １　総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）は、災害発生後、速やかに

別記第１号様式の災害復旧事業計画概要書を補助事業者（規則に基づき補助金の交付を受けよ

うとする者をいう。以下同じ。）に提出させるものとする。この場合、応急工事が既にしゅん

 工しているときは、工事完成が確認できる書類を併せて提出させるものとする。          

    ２　総合振興局長等は、第10に規定する全体事業費の決定前に、１により提出のあった概要の　

　　　内容に変更を加える必要を生じたときは、補助事業者に変更後の災害復旧事業計画概要書を提

 　　　出させるものとする。                                

    ３　総合振興局長等は、前２項により提出のあった災害復旧事業計画概要書の写しを農政部長に

 　　　提出するものとする。

                                                                                        

                                                                 第10　全体事業費の決定

    １　農政部長は、査定（農地農業用施設災害復旧事業査定要領（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ

　　　第1128号農地局長通達）に基づく審査をいう。）後、令第３条の規定により農林水産大臣から

 　　　事業費の決定の通知を受けたときは、総合振興局長等に通知するものとする。

    ２　総合振興局長等は、１により全体事業費の決定の通知を受けたときは、別記第２号様式で　

 　　　補助事業者にその額を通知するものとする。                          
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  　　  なお、この後、第９で提出のあった災害復旧事業計画概要書は、災害復旧事業全体計画書と

 　　　読み替えるものとする。

  

                                                         第11　全体計画等の変更

    １　補助事業者は、災害復旧事業全体計画を変更しようとするときは、別記第３－１号様式の災

 　　　害復旧事業計画変更承認申請書を総合振興局長等に提出し、その承認を受けるものとする。

    ２　補助事業者は、事業を中止又は廃止しようとするときは、別記第４－１号様式の災害復旧事

　　　業中止（廃止）承認申請書を総合振興局長等に提出し、その承認を受けるものとする。      

    ３　補助事業者は、事業実施主体を変更しようとするときは、別記第５－１号様式の災害復旧事

　　　業実施主体変更承認申請書を総合振興局長等に提出し、その承認を受けるものとする。      

    ４　総合振興局長等は、前３項について承認するときは、別記第３－２号様式、別記第４－２号

 　　　様式又は別記第５－２号様式で補助事業者に通知するものとする。      

  　５　総合振興局長等は、前項の承認を通知するに当たっては、あらかじめ農政部長と協議するも

　　　のとする。ただし、令第３条第２項に規定する軽微な変更に該当するときは、農政部長との協

 　　　議は要しないものとし、その承認後に、農政部長に報告するものとする。    

               

 

 第３章　事前着手

                                               第12　全体事業費決定前の事業施行

    １　総合振興局長等は、補助事業者が、やむを得ない理由により、第10に規定する全体事業費の

　　　決定を受けずに、事業を施行しようとする場合（応急工事を除く。）には、補助事業者に別記

 　　　第６－１号様式の災害復旧事業施行承認申請書を提出させるものとする。      

　　２　総合振興局長等は、前項について承認するときは、別記第６－２号様式で補助事業者に通知

　　　するものとする。この場合、補助金の交付決定を行うまでの間、補助事業者に次の事項を厳守

 　　　させるものとする。                                  

     　(1)　事業に着手したときは、速やかに別記第15号様式の事業着手届を提出すること。     

 　   (2)　事業に係る工事を請負又は委託に付したときには、その都度請負契約書又は委託契約書の

          写しを提出すること。当該契約を変更した場合も、また同様とすること。           

  　  (3)　事業に係る工事を請負により施行しようとするときは、一般の競争に付さなければならな

い。ただし、事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当である場合は、指名競

 争に付し、又は随意契約をすることができる。

 (4)　(3)の一般競争入札、指名競争入札又は随意契約（以下「競争入札等」という。）に参加

　しようとする者に対しては、別記第７号様式の契約に係る指名停止に関する申立書の提出を

 　求め、当該申立書の提出のない者については、競争入札等に参加させないこと。

 (5)　事業の実施に当たっては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18　

　号）にのっとり、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総

   合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質の確保に努めること。

　　  (6)　事業に係る工事が完成したときは、速やかに完成した工事ごとに別記第25号様式の工事完

          成届を提出すること。                                      

  　  (7)　事業により取得し、又は効用の増加した財産は、善良なる管理者の注意をもって管理する

          とともに、当該事業の目的に従って使用し、その効率的な運用を図ること。         

      (8)　要領に定める財産を、当該事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り

壊し、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ別記第40－１号様式の財産処分承認申

請書を提出し、その承認を受けること。また、処分により収入のあったときは、補助金に相

 当する額の全部又は一部を道に納付させることがあること。

(9)　残存物件を処分しようとするときは、あらかじめ別記第41－１号様式の残存物件処分承認

 申請書を提出し、その承認を得ること。                    

    ３　総合振興局長等は、２の承認を通知するに当たっては、あらかじめ農政部長と協議するも　

 　　　のとする。                                                        

                                                                                

 第13　全体事業費の決定後から補助金交付の決定を受けるまでの間の事業施行      

　　　総合振興局長等は、補助事業者が第10に規定する全体事業費の決定後から規則第６条に規定す
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る補助金交付の決定を受けるまでの間に事業を施行しようとする場合には、第12の２に掲げる事

 項を厳守させるものとする。                          

 

                                                                                

 第４章　補助金交付手続

                                                             第14　予算の割当て

    １　農政部長は、当該年度における予算の割当額を決定したときは、総合振興局長等に通知する

 　　　ものとする。

    ２　総合振興局長等は、前項により当該年度における予算の割当額が決定したときは、別記第８

 　　　号様式の災害復旧事業予算割当通知書で補助事業者に通知するものとする。    

 　　３　前２項の規定は、予算の割当額の変更を決定したときに準用する。          

                                                                                

                                                         第15　補助金交付の申請

    １　補助事業者は、第14の２の規定により補助金の割当てがあったときは、速やかに別記第９号

様式の補助金等交付申請書（以下「交付申請書」という。）に、次に掲げる関係書類を添えて

総合振興局長等に提出するものとする。ただし、総合振興局長等から別途指示がある場合はそ

 の指示に従うものとする。

       (1)　事業予算書（別記第10号様式）

 　　　(2)　事業計画及び経費の配分調書（別記第11号様式）

  　　  なお、申請する事業費は当該年度分の補助対象事業費とし、申請する補助金額は別記１で定

める基本補助率（以下「基本補助率」という。）を乗じて得た額とする。ただし、法第３条第

３項若しくは第３条の２又は「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭

和37年法律第1 5 0号。以下「激甚法」という。）の規定による補助率（以下「増高補助率」と

 いう。）が決定されている場合には、その率を乗じて得た額とする。

    ２　補助事業者は、前項により補助金交付を申請するに当たって、当該年度に既に事業が完了し

       ている場合には、実績に基づく補助金の交付申請を行うことができるものとする。     

  　  　なお、当該年度の前年度又は前々年度に既に事業が完了している場合についても、実績に基

 　　　づく補助金の交付申請を行うことができるものとする。

３　補助事業者は、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及

び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税

額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方

消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率等（基本補助率又は増高補助率をいう。以下同

じ。）を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、

 １又は２で申請する補助金額から消費税等仕入控除税額を減じて申請するものとする。

　　　　ただし、交付申請時において、当該補助金等に係る消費税等仕入控除税額が明らかではない

 　　　場合については、この限りではない。

４　地方公共団体が直接実施する補助事業であって、その予算が一般会計であるものについて

は、課税標準額に対する消費税額と仕入控除税額を同額とみなすこととされており、補助金の

返還を要しないこととなるため、総合振興局長等は補助金の交付申請時に当該地方公共団体が

 一般会計の予算で当該補助事業を執行することを確認するものとする。

 ５　補助金等交付申請書の提出期限及び提出先については、次により行うものとする。

 (1)　提出期限　別に指示する日

 (2)　提出先　　総合振興局産業振興部調整課又は農村振興課

                                   

                                                             第16　補助金の交付の決定等

    １　総合振興局長等は、補助金の交付の申請があったときはその内容を審査し、補助金を交付す

べきものと認めたときは、速やかに交付の決定を行い、規則第６条の規定による補助金の交付

の決定の通知を、別記第12－１号様式の指令書で行うものとする。ただし、実績に基づく補助

金の交付の決定であって、規則第15条の規定による額の確定の通知を併せて行う場合には、別

 記第12－２号様式の指令書で行うものとする。   

　　２　総合振興局長等は、補助事業者が第15の３ただし書により補助金の交付申請（実績に基づき

補助金の交付申請を行う場合を除く。）を行った場合（第15の４の規定により、地方公共団体
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が一般会計の予算で当該補助事業を執行するものであることを確認した場合を除く。）には、

 次の事項を交付決定の条件として追加するものとする。            　  

　　　(1)　補助事業者は、北海道補助金等交付規則（昭和47年規則第34号）第14条の実績報告

（以下「実績報告」という。）を行うに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除

税額があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告し

 なければなりません。  

(2)　補助事業者は、実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告により当該補助金に係

る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、農地農業用施設災害復旧事業等補助金取

扱要領（平成10年４月１日付け土指第21号農政部長通達）に定める別記第13号様式によ

り、その金額（実績報告において、前項により減額した場合にあっては、その金額が減

じた額を上回る部分の金額）を速やかに総合振興局（振興局）長に報告するとともに、

 当該金額を返還しなければなりません。 　

　また、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合

であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年５月末日までに総

合振興局（振興局）長に報告するとともに、補助金に係る消費税仕入控除税額の確定後

 は速やかに総合振興局（振興局）長に報告し、当該金額を返還しなければなりません。

３　総合振興局長等は、補助事業者が第15の３ただし書により実績に基づき補助金の交付申請を行

 った場合には、次の事項を交付決定の条件として追加するものとする。

　　補助事業者は、消費税及び地方消費税の確定申告により当該補助金に係る消費税等仕入控

除税額が確定した場合には、農地農業用施設災害復旧事業等補助金取扱要領（平成10年４月

１日付け土指第21号農政部長通達）に定める別記第13号様式により、その金額を速やかに総

 合振興局（振興局）長に報告するとともに、当該金額を返還しなければなりません。

　また、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であ

っても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年５月末日までに総合振興局

（振興局）長に報告するとともに、補助金に係る消費税仕入控除税額の確定後は速やかに総

 合振興局（振興局）長に報告し、当該金額を返還しなければなりません。

４　総合振興局長等は、２または３により補助事業者から補助金に係る消費税仕入控除額の報告

 があったときには、速やかにその写しを農政部長に提出するものとする。

                                                                      

 第17 申請の取下げ　

１　補助事業者は、交付の決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があるときは、交付

の決定の通知を受けた日から10日以内に、補助金等交付申請取下書（別記第14号様式）を総合

 振興局長等に提出し、申請の取下げをすることができる。

２　総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、農政部長に報告するも

 のとする。

３　１の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかっ

 たものとみなす。

   

 第18　事業着手届                                                           

      補助事業者は、補助金の交付決定後に事業に着手したときは、別記第15号様式の事業着手届を

 提出するものとする。                                        

                                                                                

                                                               第19　事業の変更

    １　補助事業者は、指令条件に該当する事業計画などを変更する場合には、別記第16号様式の補

助事業等変更承認申請書に第15の１に掲げる関係書類を添えて、あらかじめ総合振興局長等に

 承認の申請を行うものとする。                                                  

    ２　総合振興局長等は、前項の計画変更などを承認するときは、別記第17－１号様式又は別記第

 17－２号様式の変更指令書で補助事業者に通知するものとする。       

 

 　第20　事業の執行の遅延又は不能                                          

　　１　補助事業者は、補助事業が予定の期限までに完了することができないと見込まれるとき又は

その遂行が困難となったときには、別記第18号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書に別
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記第23号様式の事業遂行状況報告書を添えて、速やかに総合振興局長等に報告し、その指示を

 受けるものとする。

        また、遅延の場合で年度内に完了することができないと見込まれるときには、併せて別記第

 19－１号様式の繰越等実施計画書を添付するものとする。                    

　　２　総合振興局長等は、前項について補助事業者に事業遂行を指示するときには、別記第19－２

 号様式で行うものとする。                                          

    ３　総合振興局長等は、前項の事業遂行を指示するに当たっては、報告書等の写しを添えてあら

　　　かじめ農政部長と協議するものとする。ただし、年度内に完了する見込みがあるときには、協

 　　　議を要しないものとする。                            

                                                                                

                                                                           第21　概算払

    １　補助事業者は、概算払の申請をしようとするときは、別記第20号様式の補助金概算払申請書

に最新の別記第21号様式の資金収支計画書等の関係書類を添えて、総合振興局長等に提出する

 ものとする。

    ２　総合振興局長等は、概算払をすることと決定したときは、別記第22号様式で補助事業者に通

 　　　知するものとする。                                                

                                                                                

                                                         第22　事業遂行状況報告

    　総合振興局長等は、規則第11条の規定により補助事業の遂行状況報告を必要とするときは、別

 記第23号様式の事業遂行状況報告書を補助事業者に提出させるものとする。                 

 

 　                                                             第23　工事完成届

    １　補助事業者は、規則第13条に規定する工事を完成したときは、速やかに別記第24号様式の工

 事完成届を提出するものとする。                            

    ２　補助事業者は、第12又は第13の規定により事業を施行した場合であって、規則第４条に規定

する補助金交付決定前に工事が完成したときは、速やかに別記第25号様式の工事完成届を提出

 するものとする。

   

                                                               第24　工事の検査

    １　総合振興局長等は、第23の１又は２に規定する工事完成届を受理したときは、職員に当該　

 　　　建設工事の検査をさせるものとする。                                  

    ２　前項の規定による建設工事の検査は、「北海道請負工事検査要領」（昭和46年８月６日付け

    　局総第3 7 3号副出納長通達）、「農政部所管工事検査方法書」（昭和46年８月６日付け改－第

      4 1 7号農地開拓部長通達)、「北海道請負工事施行成績評定要領」(平成10年２月18日付け建情

　　　第6 8 6号農政部長ほか３部局長通達）及び「工事施行成績評定基準の設定及び北海道請負工事

　　　施行成績評定要領の運用について」（平成10年２月18日付け管理第9 9 9号農政部長ほか２部長

 　　　通達）を準用して、これを行うものとする。                          

                                                                                

                                                           第25　実績の報告

      補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）又は

道の会計年度が終了したときには、当該補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から

30日以内又は翌年度の4月10日のいずれか早い日までに別記第26号様式の補助事業等実績報告書に

次に掲げる関係書類を添えて、総合振興局長等に提出するものとする。ただし、総合振興局長等

 から別途指示がある場合はその指示に従うものとする。

      また、道の会計年度が終了したときに行う実績報告書には、併せて別記第37号様式の補助事業

 　　遂行計画書を添付するものとする。

 (1)　事業精算書（別記第27号様式）

 (2)　事業実績及び経費の配分（別記第11号様式）

 (3)　請負（委託）調書（別記第28号様式）

 (4)　直営調書（支給品費）（別記第29号様式）

 (5)　直営工事調書（材料費、労務費、役務費、需用費等）（別記第30号様式）

 (6)　直営調書（その他）（別記第31号様式）
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 (7)　用地買収調書（別記第32号様式）

 (8)　補償費調書（別記第33号様式）

 (9)　船舶及び機械器具費調書（別記第34号様式）

 (10) 取得財産台帳（別記第35号様式）

 (11) 残材料調書（別記第36号様式）

 

                                                           第26　補助金の確定額

      補助金の確定額は、補助事業に要した経費の実支出額と交付決定した補助対象経費（変更した

　　場合は変更後の補助対象経費とする。以下この項において同じ。）の額とのいずれか低い額に補

 　　助率等を乗じて得た額とする。              

   　                 

                                                                       第27　事務の検査

    　総合振興局長等は、規則第４条（実績に基づき補助金の交付の申請があった場合に限る。）又

　　は規則第15条に規定する現地調査を行わなければならないものとする。この場合には、農業農村

　　整備事業等事務検査要領（平成８年４月１日付け土指第４号農政部長通達）により、これを行う

 　　ものとする。                                  

                                                                                    

                                                                 第28　額の確定及び再確定

    １  総合振興局長等は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、実績報告書等の書類の審

査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が交付決定の内容及び

これに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、規則第15条に

 定める額の確定の通知を、別記第38―１号様式の額の確定通知書により行うものとする。

２　総合振興局長等は、額の確定に伴い既に確定額を超える補助金が交付されているときには、

別記第38―２号様式の補助金返還命令書により補助事業者にその超過額の返還を命ずるものと

 する。

３　補助事業者は、１による額の確定通知を受けた後において、補助事業に関し、違約金、返還

金、保険料その他の補助金に変わる収入があったこと等により補助事業に要した経費を減額す

べき事情がある場合は、総合振興局長等に対し当該経費を減額して作成した実績報告書を第25

 の規定に準じて提出するものとする。

４　総合振興局長等は、前項に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、１に準じて改めて額の

 確定を行うものとする。

     

 　第29　農政部長との協議                                                      

      総合振興局長等は、次に掲げる事項が生じたときは、あらかじめ農政部長と協議するものとす

 　　る。

 (1)　補助事業の中止又は廃止に関して、承認又は不承認を行うとき。

 (2)　規則第８条又は第17条の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すとき。

 

                                                                              

 第５章　補助金の増額交付

                                         第30　増高補助率による補助金の増額交付

    １　補助事業者は、基本補助率で補助金交付を申請した後、規則第14条に規定する実績報告書を

提出するまでの間に、第36に規定する増高補助率の確定の通知及び第14の３に規定する予算の

割当変更の通知があったときは、別記第16号様式の補助事業等変更承認申請書を提出し、補助

 金額の変更を申請することができるものとする。

２　補助事業者は、基本補助率で補助金交付を申請した後、規則第15条に規定する額の確定後に

第36に規定する増高補助率の確定の通知及び第14の３に規定する予算の割当変更の通知があっ

たときは、別記第39－１号様式の補助金増額交付申請書で補助金の増額交付を申請することが

 できるものとする。

３　総合振興局長等は、１の申請を適当と認めたときは別記第17－２号様式で補助金の変更の承

認を、前項の申請を適当と認めたときは別記第39－２号様式で補助金の増額交付の決定をそれ

ぞれ通知するものとする。                                                            
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 第６章　事業完了後の措置

                                                             第31　しゅん工認定

    　要綱第20の２に規定するしゅん工認定は、第24の工事の検査及び第27の事務の検査をもってこ

 　　れに代えるものとする。                                      

                                                                                

                                                     第32　帳簿及び書類の備付け

    　補助事業者は、規則第22条及び要綱第21の２の規定により、事業に関する次に掲げる書類等を

整備し、この補助事業に要した経費とそれ以外との経費とを区別することができるようこれを整

理し、かつ、これを補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならな

い。ただし、処分を制限された取得財産がある場合で当該制限された期間が帳簿及び書類を保存

すべき期間を超えるときは、当該財産の処分を制限された期間保存しなければならないものとす

る。なお、(9）から(13)までの各号については、工事を請負施行する場合であって当該工事請負

契約書にこれらに相当する書類等を工事を請け負った者が整備する旨定められている場合には、

当該書類を整備することを要しない。また、次の帳簿及び書類のうち電磁的記録により作成、整

備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができる。                              

     

     　(1)　法令等の許認可関係書類                                                      

   　　(2)　補助申請（設計図書を含む。）及び補助金の交付に関する書類

       (3)　事業実施に関する書類（契約書、承諾書、調査成果品等）                         

   　  (4)　現金出納に関する帳簿                                                

   　  (5)　経費の整理に関する帳簿                                              

   　  (6)　財産管理台帳         

   　  (7)　負担金又は賦役の徴収を証する帳簿                                    

   　  (8)　出面を証する帳簿                                                    

   　  (9)　工事用資材等の検収及び受払いを証する帳簿                            

       (10) 工事日誌                                                            

       (11) 工事の出来高を証する帳簿                                       

       (12) 工事の施行を示す写真                                                

       (13) その他工事の施行を証する書類                                        

                                                                                

 　                                                            第33　財産の処分

 　 １  補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、次に掲げるものを、補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供しよ

うとするときには、別記第40－１号様式の財産処分承認申請書を提出し、総合振興局長等の承

認を得るものとする。ただし、大蔵省令で定める耐用年数（大蔵省令に定めのない財産につい

ては、農林水産大臣が別に定める年数）に相当する期間を経過した場合には、この限りではな

 い。         　 

 (1)　不動産                                                               

 (2)　船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドック                             

 (3)　前２号に掲げるものの従物                                             

 (4)　１件当たり50万円以上の機械及び器具                                   

 (5)　１件当たり50万円以上の物品                                           

    ２　総合振興局長等は、１について承認又は不承認するときには、別記第40－２号様式で補助事

 業者に通知するものとする。                                      

    ３　総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを添えて  

     あらかじめ農政部長と協議するものとする。                          

                                                                                

                                                           第34　残存物件の処分

    １　補助事業者は、補助事業が完了し、又は中止若しくは廃止した場合において、補助事業によ

り取得した残存物件（当該事業の遂行の手段として用いられ、残存している機械、器具、仮設

物、材料等の物件のこと。）を処分しようとするときには、別記第41－１号様式の残存物件処
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 分承認申請書に関係書類を添えて、総合振興局長等に承認の申請を行うものとする。

    ２　総合振興局長等は、１について承認又は不承認するときには、別記第41－２号様式で補助事

 業者に通知するものとする。                                            

    ３　総合振興局長等は、２の承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを添えて  

     あらかじめ農政部長と協議するものとする。

 

                                                                                    

 第７章　増高申請手続

                                                         第35  補助率増高の申請

    　総合振興局長等は、市町村長から次に掲げる区分により、所管区域内におけるその年の１月１

    日から12月31日までに発生した災害により被害を受けた農地及び農業用施設の災害復旧について

     高率補助の適用申請があったときは、速やかに農政部長に提出するものとする。

   　  (1)　法第３条第３項又は第３条の２に定める補助の適用　別記第42号様式      

   　  (2)　激甚法第５条に定める補助の適用　別記第43号様式                      

                                                                                

                                                     第36　増高補助率の確定通知

    １　農政部長は、第35で申請のあった補助率の増高の確定を総合振興局長等に通知するものとす

       る。

    ２　総合振興局長等は、１により補助率の増高が確定したときは、別記第44号様式で対象とな  

     　る市町村長に通知するものとする。                                  

 

                                                                                

 第８章　農地農業用施設災害復旧事業に関する査定設計委託事業

                                                                                

                                                             第37　予算の割当て

    １　農政部長は、予算の割当額を決定したときは、総合振興局長等に通知するものとする。    

    ２　総合振興局長等は、１により予算の割当額が決定したときは、補助事業者に通知するもの  

       とする。                                                          

                                                                                

                                                         第38　補助金の交付申請

    １　補助事業者は、第37の２により予算の割当てがあったときは、実績に基づき、速やかに交付

申請書に次に掲げる関係書類を添付して、総合振興局長等に補助金の交付を申請するものとす

 る。ただし、総合振興局長等から別途指示がある場合はその指示に従うものとする。

 (1)　事業精算書（別記第27号様式）

 (2)　経費の配分調書・委託事業費及び工事費内訳・補助金算定調書（別記第45号様式）

    ２　１の補助金の交付の申請に当たり、査定設計委託費等補助要綱第２の（１）から（４）まで

に該当する事業に係る補助対象経費は、１か所ごとの決定事業費の額を次の各号に分類し、そ

の分類された決定事業費の合計額に、それぞれの号に定める率を乗じて得た額を合計した額と

補助対象となる委託費等の実支出額とのいずれか低い額とし、査定設計委託費等補助要綱第２

 の（５）に該当する事業に係る補助対象経費は、補助対象となる委託費等の実支出額とする。

 (1)　１か所の決定事業費が1 0 0万円以下の場合                               

ア　地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市（以下「指定都

 市」という。）が設計書を作成する場合　1,000分の95 

 イ　市町村、土地改良区等が概要書を作成する場合　1,000分の205

ウ　市（指定都市を除く。）町村が設計書を作成する場合　1,000分の139             

 (2)　１か所の決定事業費が1 0 0万円を超え5 0 0万円以下の場合                       

 ア　指定都市が設計書を作成する場合　1000分の95

 イ　市町村、土地改良区等が概要書を作成する場合　1000分の192

 ウ　市（指定都市を除く。）町村が設計書を作成する場合　1,000分の139

 (3)　１か所の決定事業費が5 0 0万円を超え1,000万円以下の場合                       

 ア　指定都市が設計書を作成する場合　1,000分の95

 イ　市町村、土地改良区等が概要書を作成する場合　1,000分の174
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 ウ　市（指定都市を除く。）町村が設計書を作成する場合　1,000分の139

 (4)　１か所の決定事業費が1,000万円を超え3,000万円以下の場合             

 ア　指定都市が概要書を作成する場合　1,000分の69

 イ　市町村、土地改良区等が概要書を作成する場合　1,000分の151

 ウ　市(指定都市を除く。)町村が設計書を作成する場合　1,000分の101

 (5)　１か所の決定事業費が3,000万円を超え10,000万円以下の場合             

 ア　指定都市が設計書を作成する場合　1,000分の59

 イ　市町村、土地改良区等が概要書を作成する場合　1,000分の116

 ウ　市（指定都市を除く。）町村が設計書を作成する場合　1,000分の86

 (6)　１か所の決定事業費が10,000万円を超える場合                           

 ア　指定都市が設計書を作成する場合　1,000分の30

 イ　市町村、土地改良区等が概要書を作成する場合　1,000分の60

 ウ　市（指定都市を除く。）町村が設計書を作成する場合　1,000分の44

    ３　１の補助金の交付申請には、第15の４及び５の規定を適用するものとする。              

                                                       

                                                               第39　事務の検査

    　総合振興局長等は、規則第４条の規定による現地調査を行うときは、農業農村整備事業等事務

    検査要領（平成８年４月１日付け土指第４号農政部長通達）により、これを行うものとする。  

                                                       

 　第40　補助金の交付の決定等                                                        

  　１　総合振興局長等は、補助金の交付決定及び額の確定の通知を行うときは、別記第12－２号様

 式の指令書で行うものとする。

 ２　１の補助金の交付決定には、第16の３及び４の規定を適用するものとする。      

 

 第41　申請の取下げ

１　補助事業者は、交付の決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があるときは、交付

の決定の通知を受けた日から10日以内に、補助金等交付申請取下書（別記第14号様式）を総合

 振興局長等に提出し、申請の取下げをすることができる。

２　総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、農政部長に報告するも

 のとする。

３　１の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかっ

 たものとみなす。

                                                                                

   第42　農政部長との協議

　総合振興局長等は、規則第17条の規定により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消す

 ときは、あらかじめ農政部長と協議するものとする。                    

                                                                                

                                                     第43　帳簿及び書類の備付け

　補助事業者は、規則第22条の規定により、事業に関する次に掲げる書類及び帳簿を整備し、こ

の補助事業に要した経費とそれ以外との経費とを区別することができるようこれを整理し、か

つ、これを補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。ま

た、次の帳簿及び書類のうち電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録

 によることができる。                                                  

     　(1)　補助金の交付申請に関する書類                                        

   　  (2)　委託事業の実施に関する書類（契約書、成果品等）                      

   　  (3)　収入及び支出の証拠書類                                              

   　  (4)　その他必要な書類及び帳簿

 

 第９章　補則

   第44　経過措置

    　この要領の施行日前に補助金の交付決定の通知を行った補助事業については、なお従前の例に

　　よる。



別記第１号様式（第９－１関係） 

災 害 復 旧 事 業 計 画 概 要 書 

 

                            年  月  日 

 

 北海道  総合振興局（振興局）長  様 

 

                 住 所 

            補助事業者 

                 氏 名               

                             

     年  月  日発生した災害により被害を受けたので、農地農業用施

設災害復旧事業等補助金取扱要領第９の１の規定により、災害復旧事業計画概要

書を別紙のとおり提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 別紙「災害復旧事業計画概要書」（以下「計画概要書」という。）（第１表から第３表

まで）を添付すること。 

２ 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律施行令（昭和25年政令

第1 5 2号）第２条第２項に規定する費用に係る工事（以下「応急工事」という。）を含む

復旧事業については第４表を、当該工事が完成しているときは当該工事の完成を確認する

ことができる書面をそれぞれ添付すること。 

 ３ 災害関連事業がある場合、計画概要書は、復旧事業と関連事業を併せた全体のものとす

るとともに、第５表から第８表までを添付すること。 

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の氏名 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



第１表             

   年 災 害 復 旧 事 業 計 画 概 要 書 

災害名及び 

被災年月日 

台風  号 

 （ 月水害）  年 月 日 
関係面積

 
 

           ha 

地 区 及 び 

箇 所 番 号 

 
受益面積

 
 

           ha 

 
施 行 位 置

 

都   町 

   市   村    字 
受益戸数

 
 

           戸 

 

事業主体名
 
 

 

 

 
被災前の 
工 法 

 

 

 

 

工 種
 
 

 

 

 緊急順位

 
 

 

 

 

 

直営又は 

請負の別 

 

 

 

 
区 分 

 

 
事 業 量 

 
事 業 費 

 
摘 要 

 
総 事 業

 

  

千円 

 

 
うち未成 
 

   

年災第 － 号 

 
うち転属 
 

   

年災第 － 号 

 
差 引 

 

   

 
災害原因及 
び被災状況 
 

 

 

 

 
復 旧 工 事 
計 画 
 

 

 

 

 

 
注１ 「関係面積」欄は、被災した農地の面積又は被災した農業用施設により受益する地域
  の面積を記入すること。 
 ２ 「受益面積」欄は、被災した農地の面積又は被災した農業用施設の復旧によって直接
  受益する地域の面積を記入すること。 
 ３ 「受益戸数」欄は、被災した農地又は被災した農業用施設の復旧によって直接受益す
  る農地について耕作の事業を行う戸数を記入すること。 
 ４ 災害関連事業費については、括弧書きの外数で記入すること。 
 ５ 「事業量」欄は、農地にあっては田畑別の面積(ha)と畦畔の延長（ｍ）を、畦畔のみ
  の場合にあってはその関係農地の田畑別面積(ha)と畦畔の延長（ｍ）を括弧書きで記入
  すること。 
 ６ 農地と農業用施設とを合併して施行する場合には、総事業の「摘要」欄に当該農地及
  び農業用施設に係る箇所番号を記入すること。 
 ７ 面積はhaとするが、小数点以下２位までとし、３位を４捨５入すること。 
 ８ 「事業費総括」、「工事費内訳」、「応急工事費内訳」及び図面を添付すること。 



第２表             

事  業  費   総  括 

 

費    目
 

 

 

金     額
 

 

 

摘       要
 

 

 

工 事 費
 

 

千円  

 

 

 

本 工 事 費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 帯 工 事 費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

測量及び試験費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

用 地 費 及 び 

補 償 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

船 舶 及 び 

機 械 器 具 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 繕 費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 事 雑 費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

応 急 工 事 費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 雑 費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

合    計
 

 
 
 

 
 
 

 



第３表               

工   事   費   内  訳 

 

 

費 目 

 

 

 

 

工 種 

 

 

 

 

細目 

 

 

 

 細別 

 形状 

(寸法) 

 

 

 数量 

 

 

 

 

 単位 

 

 

 

 

 単 価 

 

 

 

 

金 額 

 

 

摘   要
 

（単価・番号）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 単価表、数量計算書及び構造計算書を添えること。 



第４表 

応 急 工 事  費 内 訳 

 
費   目 

 

 
金     額 

 
摘        要 

 

本 工 事 費 

 

 

       千円 

 

 

 

附 帯 工 事 費 

 

 

 

 

 

 

測 量 及 び 試 験 費 

 

 

 

 

 

 

用 地 費 及 び 補 償 費 

 

 

 

 

 

 

船舶及び機械器具費 

 

 

 

 

 

 

営 繕 費 

 

 

 

 

 

 

工 事 雑 費 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

注 本表は、応急工事がある場合に添付すること。 

 

 

添 付 図 面 

 

 (1) 位 置 図（５万分の１又は２万５千分の１図） 

 (2) 被 災 図 

 (3) 平 面 図 

 (4) 縦断面図 

 (5) 横断面図 

 (6) 構 造 図 

 (7) 被害写真 

 

注１ 位置図に資材の採取場所、運搬経路及び距離を記入すること。 

 ２ 被災図には、被災前後の状況を明記すること。 

 ３ 被害写真には、撮影年月日を記入すること。 



第５表 
災 害 関 連 事 業 箇 所 別 概 要 書 

 
都道府県名 

 

 
北海道 

 

 
番号 

 

地区 箇所  
災 害 名 及 び 
被 災 年 月 日 

 

 
 

 
工種 

 

 
 

 
所 在 地

 

 
郡        町 
市        村 

 

  

 
査     定    額 

 

 

原 施 設 

 
受 益 
 
面 積  

 
 
 
 

 
調査官 
 
氏 名  

 
 
 
  

災 害 
 

 
関 連 

 
計 

 
設置年月日 

 
その事業名 

 
構 造  

 
形 状 

 
寸 法 

 
施 設 の 機 能 

 
千円 

 

 
千円 

 

 
千円 

 

       
関 係 
戸 数 
 

  
立会官 
氏 名 

 
 

 
被       災       程       度 

 

 
見 取 略 図 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
復       旧       工       法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

関 連 事 業 採 択 条 件 お よ び 関 連 費 算 出 方 法 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



第６表 
農 業 用 施 設 災 害 関 連 事 業 箇 所 別 概 要 書 

 
都道府県名 

 
北 海 道 

 
番 号 

 
－ 

 
災 害 名 

  
所 在 地 

  
査定官 

 

 

 
工 種 

 
災 害 

 
関  連 

 
計 

 
事業主体 

  
受益面積 

 
ha 

 
関係戸数 

 
戸 

  
立会官 

 

 
     

被 災 程 度 
 

 

      見 取 略 図  
        
 
               
     
  平面見取図 
  標準断面図 
 
 
 
         
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
事 業 費 

 
千円 

 
千円 

 
 千円 

 
 
 
 

 
 

 
原 施 設 

 
復 旧 工 法 

 

 
設置年月日 

 
（事業名） 

 
 

 
採 択 条 件 お よ び 関 連 費 算 出 方 法 

 
構   造 

 
 

 
 

 １ 採 択 条 項                            
 
 
 
 
 
 
 ２ 理 由  
 
 
 
 
 
 
 
 ３ 算 出 方 法  
 
 
 

 

 
形   状 

 
 

 
 

 
施設の機能 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

 
 

 
 

 



第７表 
費   目   別  内  訳   書 

 
 

項 目 
 
 

 
申        請 

 
現  地   調   査 

 
査   定 

 
 

備  考 
 
 

 
本 災 

 
関 連 

 
計 

 
本 災 

 
関 連 

 
計 

 
本 災 

 
関 連 

 
計 

 
事業量 

 
金 額 

 
事業量 

 
金 額 

 
事業量 

 
金 額 

 
事業量 

 
金 額 

 
事業量 

 
金 額 

 
事業量 

 
金 額 

 
金 額 

 
金 額 

 
金 額 

 
 
 
 

  
千円 

  
千円 

  
千円 

  
千円 

  
千円 

  
千円 

 
千円 

 
千円 

 
千円 

 

 
 
 
 

                

 
 
 
 

                

 
 
 
 

                

 
 
 
 

                

 
 
 
 

                

 
 
 
 

                

 
 
 
 

                

 
 
 
 

                

 



第８表 
復  旧   計  画  の   概  要 

 

 

        区 分 

  名 称 

 

現 形 規 模 構 造
 

 

 

計 画 規 模 構 造
 

 

 

本 災
 

 

 

関 連
 

 

 

全 体
 

 

 

摘    要
 

 

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 



別記第２号様式（第10－２関係） 

災 害 復 旧 事 業 費 決 定 通 知 書 

 

                              （記号）第     号 

                                  年  月  日 

 

 （補助事業者） 様 

 

                    北海道  総合振興局（振興局）長  印 

 

     年  月  日提出の災害復旧事業計画概要書に基づき、別紙のとおり災害復旧事

業費を決定したので、通知します。 

 なお、この通知後、事業を施行するときは、農地農業用施設災害復旧事業等補助金取扱要領

（平成10年４月１日付け土指第21号農政部長通達）に定める次の事項を承知してください。こ

れに違反するときは、補助金の交付を行わない場合があります。 

記 

１ 事業に着手したときは、速やかに要領に定める事業着手届を提出すること。 

２ 事業に係る工事を請負又は委託に付したときには、その都度請負契約書又は委託契約書の

 写しを提出すること。当該契約を変更した場合も、また同様とする。 

３ 事業に係る工事を請負により施行しようとするときは、一般の競争に付さなければならな

い。ただし、事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当である場合は、指名競

争に付し、又は随意契約をすることができる。 

４ 一般競争入札、指名競争入札又は随意契約に参加しようとする者に対し、要領に定める契

 約に係る指名停止に関する申立書の提出を求め、提出のない者については参加させないこと。 

５ 事業の実施に当たっては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18

号）にのっとり、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総

合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質の確保に努めること。 

６ 事業に係る工事が完成したときは、速やかに完成した工事ごとに要領に定める工事完成 

 届を提出すること。 

７ 事業により取得し、又は効用の増加した財産は、善良なる管理者の注意をもって管理する

 とともに、当該事業の目的に従って使用し、その効率的な運用を図ること。 

８ 要領に定める財産を、当該事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取 

 り壊し、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ承認を受けること。 

  また、処分により収入のあったときは、補助金に相当する額の全部又は一部を道に納付さ

 せることがあること。 

９ 残存物件を処分しようとするときは、あらかじめ要領に定める残存物件処分承認書を提 

 出し、承認を受けること。 

 

                            （   部   課   係） 

 

注１ 補助事業者の事業が、既に施行承認を得た地区しかない場合には、なお書以下を削除す
  ること。 
注２ 補助事業者が市町村の場合にあっては、第３項及び第４項を削除すること。 
注３ 補助事業者が市町村以外の場合にあっては、第５項を削除すること。 



別紙 

   年 発 生 災 害 復 旧 事 業 箇 所 別 調 書 

  （      災害） 

 

番    号 

 

所   在   地 

 

決 定 額 

 

地  区 

 

箇  所 

 

 郡 市 

 

 町 村 

 

  字 

 

工  種 

 

緊急順位 

 

数  量 

 

金  額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第３－１号様式（第11－１関係） 

災 害 復 旧 事 業 計 画 変 更 承 認 申 請 書 

                                                                                   年   月  日 
 
  北海道  総合振興局（振興局）長   様 
 
                                                                  
                                                            住 所 
                                                       補助事業者                    
                                                              氏 名                 
 
  ○○○○○○事業について、別紙のとおり事業計画を変更したいので承認されたく、申請します。 
 
別紙 

  （区分      ）                                                           事業主体名 
 
 
年災

 

 

 

番 号 

 

所 在 地 

 
 
工種

 

 

 
 
数量

 

 

 
補

 

助
 

率
 

 

査 定 額 

 

変 更 経 過 

 

今回変更申請額 

 

増 減 （ △ ） 

 
 
変更理由

 

 
 
地区

 
 
箇所

 
 
郡市

 
 
町村

 
 
字

 
 
事業費

 
 
補助金

 
 
回数

 
 
事業費

 
 
補助金

 番 号 

年月日 

 
事業費

 
 
補助金

 
 
事業費

 
 
補助金

 

 

 

 

 

        

％ 

 

 

千円 

 

 

千円 

 

 

 

 

 

千円 

 

 

千円 

 

 

 

 

 

千円 

 

 

千円 

 

 

  千円 

 

 

  千円 

 

 

 

 

 

 

計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 変更理由 

 

 

 

 
注１ この表は、年災害別に作成すること。 
 ２ 増減（△）は、前回までの最終変更申請額と今回変更申請額との差額を記入すること。 
 ３ この表には、査定表の写し、変更対照表及び変更の理由を明らかにする写真等の資料を添附すること。 
 ４ 災害復旧事業変更全体計画書を添付すること。 
 ５ 変更全体計画書は、災害復旧事業計画概要書の様式に準ずるものとし、変更前を上段に括弧書きして比較対照できるようにすること。 

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の指名 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第３－２号様式（第11－４関係） 

災 害 復 旧 事 業 計 画 変 更 承 認 書 

（記号）第     号 

                              年  月  日 

 

 （補助事業者） 様 

 

                北海道  総合振興局（振興局）長  印 

 

     年  月  日申請の    年災害復旧事業（地区名、地区番号及び箇

所番号）に係る計画の変更は、承認します。 

 

                        （   部   課   係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第４－１号様式（第11－２関係） 

災 害 復 旧 事 業 中 止 （ 廃 止 ） 承 認 申 請 書 

 

                                          年  月   日  

  北海道  総合振興局（振興局）長   様 

                                     

                            住 所 
                     補助事業者                              
                            氏 名                

                                   

 

       年   月   日付け（記号）第    号で事業費の決定の通知を受けた災害復

旧事業について、次のとおりその執行を中止（廃止）したいので承認されたく、申請しま

す。                             

記 

 
 

区分 
 
 

 
 

年災 
 
 

 
 

地区 
 
 

 
番 号 

 

 
所 在 地 

 

 
 

工種 
 
 

 
 

事 業 量 
 
 

 
 

事業費 
 
 

 
で き 高 

 
 

地区 
 

 
箇所 

 

 
郡市 

 

 
町村 

 

 
字 
 

 
事業量 

 

 
事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中止（廃止）の理由 

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の氏名 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第４－２号様式（第11－４関係） 

災 害 復 旧 事 業 中 止 （ 廃 止 ） 承 認 書 

（記号）第     号 

                                          年  月   日  

 

  （補助事業者) 様 

                                     

                          北海道  総合振興局（振興局）長  印    

 

      年  月  日申請の    年災害復旧事業（地区名、地区番号及び箇所番

号）の中止（廃止）は、承認します。 

 

 

（   部   課   係） 



別記第５－１号様式（第11－３関係） 

災 害 復 旧 事 業 実 施 主 体 変 更 承 認 申 請 書 

 

                                            年   月  日   

  北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 
                              住 所 
                       補助事業者                       
                             氏 名               
 
 

       年   月   日付け（記号）第    号で事業費の決定の通知を受けた災害復旧事

業について、次のとおり実施主体を変更したいので承認されたく、申請します。        

記 

 
 
 

区分 
 

 
 
 

年災 
 

 
 
 

地区 
 

 
 

番 号 
 
 

 
 

所 在 地 
 
 

 
 
 

工種 
 

 
 
 

事業量 
 

 
 
 

総事業費 
 

 

変更後の
 

 

実施主体 

  
地区 

 

 
箇所 

 

 
郡市 

 

 
町村 

 

 
字 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更の理由 

 

 

 

 

 

注 この申請書には、変更後の実施主体の長の承諾書を添付すること。ただし、変更後の実施主体が北

 海道の場合を除く。                       

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の氏名 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第５－２号様式（第11－４関係） 

災 害 復 旧 事 業 実 施 主 体 変 更 承 認 書 

（記号）第     号 

                                       年   月  日   

  （補助事業者）   様 

 

                                 北海道  総合振興局（振興局）長  印 

 

     年  月  日申請の    年度災害復旧事業（地区名、地区番号及び

箇所番号）の実施主体の変更は、承認します。 

 

 

（  部  課  係） 



別記第６－１号様式（第12－１関係） 

災 害 復 旧 事 業 施 行 承 認 申 請 書 

 

                              年  月  日 

 

 北海道  総合振興局（振興局）長  様 

 

                   住 所 

              補助事業者                   

                   氏 名               

                             

 

    年  月  日発生した災害復旧事業について、事業を施行したいので、承

認されたく関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 地区、箇所番号 

２ 工 種 

３ 災害申請（見込）額          円 

    うち応急工事額          円 

 

 

 

 

 

 

注 図面、設計計算書等を添付すること。 

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の氏名 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第６－２号様式（第12－２関係） 

災 害 復 旧 事 業 施 行 承 認 書 

（記号）第     号 

                              年  月  日 

 

 （補助事業者） 様 

 

                 北海道  総合振興局（振興局）長  印 

 

     年  月  日申請の   年災害復旧事業（地区名、地区番号及び箇所

番号）の施行については、承認します。ただし、農地農業用施設災害復旧事業等補助

金取扱要領（平成10年４月１日付け土指第21号農政部長通達）に定める次の事項を承

知してください。これに違反するときは、補助金の交付を行わない場合があります。 

記 

１ 事業に着手したときは、速やかに要領に定める事業着手届を提出すること。 

２ 事業に係る工事を請負又は委託に付したときは、その都度請負契約書又は委託契

 約書の写しを提出すること。当該契約を変更した場合も、また同様とする。 

３ 事業に係る工事を請負により施行しようとするときは、一般の競争に付さなけれ

ばならない。ただし、事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当で

ある場合は、指名競争に付し、又は随意契約をすることができる。 

４ 一般競争入札、指名競争入札又は随意契約に参加しようとする者に対し、要領で

 定める契約に係る指名停止に関する申立書の提出を求め、提出のない者については

 参加させないこと。 

５ 事業の実施に当たっては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法

 律第18号）にのっとり、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価

 格及び品質が総合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質の確保に努めること。

６ 事業に係る工事を完成したときは、速やかに完成した工事ごとに要領に定める工

 事完成届を提出すること。 

７ 事業により取得し、又は効用の増加した財産は、善良なる管理者の注意をもって

管理するとともに、当該事業の目的に従って使用し、その効率的な運用を図るこ

と。 

８ 要領に定める財産を、当該事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し 

 付け、取り壊し、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ承認を受けること。 

  また、処分により収入のあったときは、補助金に相当する額の全部又は一部を道

 に納付させることがあること。 

９ 残存物件を処分しようとするときは、あらかじめ要領に定める残存物件処分承 



 認書を提出し、承認を受けること。 

 

                        （   部   課   係） 

 

注１ 補助事業者が市町村の場合にあっては、第３項及び第４項を削除すること。 
注２ 補助事業者が市町村以外の場合にあっては、第５項を削除すること。 



別記第７号様式（第12関係） 

契約に係る指名停止等に関する申立書 

                             年  月  日 

 

 〔補助事業者〕 様 

                                     所  在  地 

                       商号又は名称   印 

代表者の役職及び氏名 

     

当社は、貴発注の○○契約の競争参加に当たって、当該契約の履行地域について、

 現在、農林水産省の機関から○○契約に係る指名停止の措置等を受けていないことを

 申し立てます。 

また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

  

  

 

 （注１） ○○には、「工事請負費」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。 

 （注２） この申立書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、

地方支分部局、農林水産技術会議事務局筑波産業連携支援センター並びに国土交通省

北海道開発局をいう。 

（注３）「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正

取引の確保に関する法律に基づく排除措置命令又は課徴収金納付命令を受けたもので

あって、その命令の同一の事案において他者が農林水産省の機関から履行地域におけ

る指名停止措置を受けた場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。 

 なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な

期間を経過した場合は、この限りではない。 



別記第８号様式（第14－２関係） 

災 害 復 旧 事 業 予 算 割 当 通 知 書 

 

                                  （記号）第      号 

年  月  日 

 

  （補助対象者） 様 

                                              

                      北海道  総合振興局（振興局）長 印 

 

  災害復旧事業の予算を別紙のとおり割当てしますので、補助金等交付申請書を  

 年 月  日までに提出してください。 

 

                               （   部    課    係） 

 

別紙 

 
 

区分
 

 
 

 
 

年災
 

 
 

 
 

地区
 

 
 

 
番  号 

 

 
 

事業費
 

 
 

 
前 回 割 当 額 

 
今 回 割 当 額 

 
 
補助率 
( 参 考 ) 

 
 

地区
 

 

 

箇所
 

 

 
補 助 対 象 
事 業 費 

 

 

補助金
 

 

 
補 助 対 象 
事 業 費 

 

 

補助金
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

   円 

 

 

 

   円 

 

 

 

   円 

 

 

 

  円 

 

 

 

    ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ この様式は標準様式とし、実態に合わせた形に直して使用すること。 

 ２ 予算の割当ての変更の場合には、この様式の通知文を適宜訂正して使用すること。 



別記第９号様式（第15－１及び第38－１関係） 

 

年度  補助金等交付申請 書 

 

年  月  日   

 

北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 

住所                 

申請者                   

氏名 法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名

     

 

 

事業（事務）名                    

 

上記の事業（事務）に関し補助金等の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請し

ます。 

 

記 

 

１ 事業（事務）の目的及びその概要 

 

 

 

 

２ 事業（事務）の着手及び完了の予定期日 

 

着手      年  月  日 

完了      年  月  日 

 

３ 補助金等交付申請額 金            円 

 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第10号様式（第15－１関係） 

 

事 業 予 算 書 

 

事業（事務）名              

 

収入の部 

科   目 
金 額 備          考 

款 項 目 節 

    
円 

 

      

      

 

支出の部 

科   目 
金 額 備          考 

款 項 目 節 

    
円 

 

      

      

 

上記のとおり議決されていることを証明します。 

年  月  日 

○○市（町村）長（氏   名）    

 

注 １ この様式には、当該補助事業等に係る予算のみを記載すること。 

２ 当該補助事業等に係る予算が議決されていない場合は、この様式中「上記のと

おり議決されていることを証明します。」を「上記のとおり予算案を提出するこ

とを確約します。」に改めて使用すること。 

３ 補助事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該補助事業等に係る

特定財源（道費補助金、国庫支出金、地方債等）のみを記載し、備考欄に予算の

区分（一般会計又は特別会計）を記載すること。 

４ 「科目」欄の区分は、標準を示したものであるので補助事業等における通常の

予算区分がこれと異なるときは、その区分に従い記載して差し支えない。 

５ 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長

（氏名）」を訂正して使用すること。 

６ 「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。 



別記第11号様式（第15－１関係） 

 

事 業 計 画 （実 績） 及 び 経 費 の 配 分 

区 分  年 災   

地区
番号
及び
箇所
番号 

所 

在 

地 

費 
 

 

目 

工 
 

 

種 

総  事  業 前年度まで 本     年     度 翌年度以降 工事施行の状況 

備考 
事 

業 

量 

事 

業 

費 

補 

助 

金 

補 

助 

率 

事 

業 

量 

事 

業 

費 

補 

助 

金 

事 

業 

量 

事 

業 

費 

補 

助 

金 

補助金以外の財源 事 

業 

量 

事 

業 

費 

補 

助 

金 

請負

又は

直営

の別 

 工期 
年月日 

から 
年月日 

まで 

市町 
村費 

土地改
良区そ
の他  

計 

  

 

 

 円 円 ％  円 円  円 円 円 円 円  円 円   

          

         

                       
                       

  

 

 

  

  

  

 

  

    

  

    

         

         

         

計         

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要する経費

に係る補助金の交付を申請し、又は当該補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 「区分」欄には、農地災害復旧事業にあっては農地、農業用施設災害復旧事業にあっては農業用施設、農業用施設災害関連

事業にあっては災害関連、災害関連農村生活環境施設復旧事業にあっては生活関連と記載すること。 



  ３ 「地区番号及び箇所番号」欄には、当該地区査定票に記載された地区番号及び箇所番号を記載すること。 

  ４ 「所在地」欄には、関係市町村名を記載すること。 

  ５ 「費目」欄には、工事費の内訳（純工事費、測量及び試験費、用地費及び補償費、応急工事費、工事雑費等）を記載するこ

と。 

  ６ 「工種」欄には、頭首工、橋りょう、道路、水路、農地等を記載すること。 

  ７ 「事業量」欄には、頭首工及び橋りょうにあっては箇所数、道路及び水路にあっては延長、農地にあっては田畑区分別面積

を記載すること。 

  ８ 「請負又は直営の別」欄には、当該年度において実施する工事について、請負又は直営の別を記載すること。 

  ９ 「工期」欄には、当該年度の工事の着手及び完成の予定年月日（実績報告の場合は、着手及び完成の年月日）を記載するこ

と。 

  10 「備考」欄には、事業主体ごとに、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した金額  円」と、同

税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含む税額」とそれぞれ記載すること。 

  11 ２以上の市町村による事業費分割をしている場合には、「補助率」欄には、平均補助率を記載し、「備考」欄には、市町村ご

との事業費及び補助金の算出基礎を記載すること。 

  12 補助金の交付申請の場合には実施設計書、補助事業変更承認申請の場合には変更実施設計書、実績報告の場合には出来高設

計書を添付すること。 



別記第12－１号様式（第16－１関係） 
 
（記号）第    号指令 
 
                                        （補助事業者） 
 
      年   月  日申請の             事業については、申請内容のと
おり承認し、補助事業の成果を成し遂げたときは金     円を補助します。ただし、次の
事項を守らなければなりません。 
 
       年   月   日 
 
                       北海道  総合振興局（振興局）長  印  
 
１ この補助金の交付の対象となる補助事業の名称及び経費並びに補助金の額及び完了期限は、

次のとおりです。 

 

補助事業名 

 

補 助 対 象 経 費 

 

補助金の額 

 

事業完了期限 

 
 
        事業 
      
         地区 

 

                            円 
 

 

       円 
 
 
 

 
 
  年 月 日 

２ 補助対象経費の増減があるときは、総合振興局（振興局）長の承認を受けなければなりま
 せん。 
３ 補助事業の内容を変更するときは、総合振興局（振興局）長の承認を受けなければなりま
 せん。 
４ 補助事業の執行を中止し、又は廃止するときは、あらかじめ、総合振興局（振興局）長の
 承認を受けなければなりません。 
５ 補助事業が期限までに完了しないとき又はその遂行が困難となったときは、速やかに総合
 振興局（振興局）長に報告し、その指示を受けなければなりません。  
６ この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、この決
 定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付けた条件を変更す
 ることがあります。 
７ 補助事業に着手したときは速やかに事業着手届を、当該事業に係る工事を請負（委託を含
 む。）に付したときはその都度請負（委託）契約の写しを総合振興局（振興局）長に提出し
 なければなりません。当該契約を変更した場合も、また同様とします。  
８ 補助事業に係る工事を請負により施行しようとする場合は、特に随意契約を必要とするも
 のを除き、一般競争入札又は指名競争入札の方法によらなければなりません。  
９ ８により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争、指名競争又は随意契約

（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、農地等に係る災害復旧事
業費補助金交付要綱（平成12年４月１日付け12構改Ｄ第284号農林水産事務次官通知）で定
める指名停止に関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争
入札等に参加させてはなりません。 

10 事業の実施に当たっては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17年法律第18
号）にのっとり、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総
合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質の確保に努めなければなりません。  

11 補助事業に係る工事が完成したときは、速やかに完成した工事ごとに工事完成届を総合振
 興局（振興局）長に提出しなければなりません。 
12 補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、当該補助事業の完了の

日若しくは廃止の承認を受けた日から30日以内又は翌年度の４月10日までのうち、いずれか
早い日までに、補助事業等実績報告書を総合振興局（振興局）長に提出しなければなりませ
ん。会計年度が終了した場合も、同様とします。  

13 補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業に要した経費とそれ以外の経費
 とを区別することができるようこれを整理し、かつ、当該事業の完了の日の属する年度の翌
 年度から５年間保存しなければなりません。ただし、補助事業により取得し又は効用の増加
 した財産について処分制限期間を経過しない場合においては、財産管理台帳及び関係書類を
 期間満了時まで保存しなければなりません。  



14 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の全部又は一部を取り消し、当
 該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還を命ずることが
 あります。補助金の額の確定があった後においても、また同様とします。 
 (1) この補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのにこの補助金を使用
    しないとき。 

(2) 虚偽の申請又は虚偽の実績報告によりこの補助金を過大に請求し、又は受領したとき。 
 (3) 補助事業に関して不正に他の補助金（道以外の者が補助事業者に対して交付する補助

金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 
 (4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ総合振興局（振興

局）長の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、
貸し付け、取り壊し、又は担保に供したとき。 

 (5) 前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、この補助金の交付の決定の内容若し
くはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく総合振興局（振興局）長の処分に
違反したとき、又は不正な行為をしたとき。 

15 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から
 の納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期
 間については、その納付金額を控除した額）につき年 1 0 . 9 5パーセントの割合で計算した違
 約延滞金を道に納付しなければなりません。  
16 補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。）について
 は、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の
 目的に従って、その効率的な運用を図らなければなりません。  
17 農地農業用施設災害復旧事業等補助金取扱要領（平成10年４月１日付け土指第21号農政部
 長通達）に定める財産を、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、
 取り壊し、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ総合振興局（振興局）長の承認を
 受けなければなりません。ただし、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40 
 年大蔵省令第15号）に定められている耐用年数（ただし、大蔵省令に定めのない財産につい
 ては、農林水産大臣が別に定める年数）を経過した場合には、この限りではありません。  
18 前項の財産を、総合振興局（振興局）長の承認を受けて処分したことにより収入のあった
 ときは、当該収入の全部又は一部を道に納付させることがあります。  
19 前項の申請により承認を受けた場合において、補助金の全部又は一部の金額に相当する納
 付金を納付する条件が附されたときは、当該納付金を指定された期日までに納付しなければ
 なりません。 
20 前項に定める場合を除くほか、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を処分す

ることにより収入があったときは、その収入金額の全部又は一部に相当する納付金を道に納
付させることがあります。 

21 補助事業が完了し、又は中止若しくは廃止した場合において、当該事業により取得した残
 存物件（事業の遂行手段として用いられ、残存している機械、器具、仮設物、材料等の物 
 件）を処分しようとするときは、遅滞なく品目、数量、金額及び処分方法を総合振興局（振
 興局）長に報告し、その指示を受けなければなりません。 
22 補助事業の遂行の状況に関し、報告を求められたときは、指示された日までに状況報告書

を総合振興局（振興局）長に提出し、また、総合振興局（振興局）の職員による調査を受け
たときは、調査に協力し、その指示に従わなければなりません。 

23 この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って補助事業を遂行すべきこと
を命ぜられたときは、その命令に従わなければなりません。  

24 前項の命令に違反したときは、当該補助事業の遂行を一時停止し、並びに当該補助金の交
付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置を指示する期日までにとるべ
きことを命じます。 

25 この補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に実績報告に係る補助事業の成果が
適合しないときは、当該補助事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを
命じます。 

26 第22項の遂行の状況に関する報告のほか、補助金の予算の執行の適正を期するため必要が
あると認めるときは、報告を求め、又は総合振興局（振興局）の職員に帳簿及び書類その
他の物件を調査させ、若しくは質問させることがあるので、これに協力しなければなりま
せん。 

27 補助事業者は、補助事業の執行に当たり、法令の定めによるほか、農地農業用施設災害復
 旧事業事務取扱要綱（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1130号農林事務次官依命通達）、農
 地農業用施設災害復旧事業等補助金取扱要領（平成10年４月１日付け土指第21号農政部長通
 達）、北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号）及びこの決定の通知に従い、
 善良な管理者の注意をもって補助事業を遂行し、その成果を成し遂げなければなりません。 
 



                            （   部   課   係） 
注１ 補助事業者が市町村の場合にあっては、第８項及び第９項を削除すること。  
注２ 補助事業者が市町村以外の場合にあっては、第10項を削除すること。 



別記第12－２号様式（第16－１及び第41－１関係） 

 

（記号）第   号指令 

 

                                   （補助事業者） 

 

     年  月  日申請の        事業については、申請内容のとおり承認し、

金     円を補助するとともに、同額を補助金の確定額とします。ただし、次の事項を守

らなければなりません。 

 

       年  月  日 

 

                   北海道  総合振興局（振興局）長  印  

 

１  この補助金の交付の対象となる補助事業の名称及び経費並びに補助金の額は、次のとお 

りです。 

 

補助事業名 

 

補 助 対 象 経 費 

 

補 助 金 の 額 

 

事業 

地区 

 
円 

 

 
            円 

 

２ 補助対象事業に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業に要した経費とそれ以外の経費

 とを区別することができるようこれを整理し、かつ、当該事業の完了の日の属する年度の翌

 年度から５年間保存しなければなりません。ただし、補助対象事業により取得し、又は効用

 の増加した財産について処分制限期間を経過していない場合においては、財産管理台帳及び

 関係書類を期間満了時まで保存しなければなりません。 

３ 虚偽の申請その他不正な行為があった場合は、この補助金の交付の決定の全部又は一部を

 取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還を

 命ずることがあります。 

４ 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から

 の納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期

 間については、その納付金額を控除した額）につき年 1 0 . 9 5パーセントの割合で計算した違

 約延滞金を道に納付しなければなりません。 

５ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。）について、事

 業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的

 に従って使用し、その効率的運用を図らなければなりません。  

６ 農地農業用施設災害復旧事業等補助金取扱要領（平成10年４月１日付け土指第21号農政部

 長通達）に定める財産を、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

 取り壊し、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ総合振興局（振興局）長の承認を

 受けなければなりません。ただし、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年

 大蔵省令第15号）で定める耐用年数（大蔵省令に定めのない財産については、農林水産大臣

 が別に定める年数）を経過した場合には、この限りではありません。 

７ 前項の財産を、総合振興局（振興局）長の承認を受けて処分したことにより収入のあった

 ときは、当該収入の全部又は一部を道に納付させることがあります。  

８ 前項の申請により承認を受けた場合において、補助金の全部又は一部の金額に相当する納

 付金を納付する条件が付されたときは、当該納付金を指定された期日までに納付しなければ

 なりません。 

９ 前項に定める場合を除くほか、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を処分す

ることにより収入があったときは、その収入金額の全部又は一部に相当する納付金を道に納

付させることがあります。 

10 補助事業により取得した残存物件（事業の遂行手段として用いられ、残存している機械、



 器具、仮設物、材料等の物件）を処分しようとするときは、遅滞なく品目、数量、金額及び

 処分方法を総合振興局（振興局）長に報告し、その承認を受けなければなりません。  

11 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消

 し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還を命ずる

 ことがあります。 

 (1) 虚偽の申請によりこの補助金を過大に請求し、又は受領したとき。  

 (2) 補助事業に関して不正に他の補助金（道以外の者が補助事業者に対して交付する補助

金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 

  (3) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ総合振興局（振興

局）長の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、取り壊し、又は担保に供したとき。 

 (4) 前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、この補助金の交付の決定の内容若し

くはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく総合振興局（振興局）長の処分

に違反したとき、又は不正な行為をしたとき。 

12 補助金の予算執行の適正を期するため必要があると認める場合は、報告を求め、又は総合

振興局（振興局）の職員に帳簿及び書類その他の物件を調査させ、若しくは質問させるこ

とがあるので、これに協力しなければなりません。 

13 補助事業者は、補助事業の執行に当たり、法令の定めによるほか、農地農業用施設災害復

旧事業事務取扱要綱（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1130号農林事務次官依命通達）、

農地農業用施設災害復旧事業等補助金取扱要領（平成10年４月１日付け土指第21号農政部

長通達）、北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号）及びこの決定の通知に

従わなければなりません。 

 

                        （   部   課       係） 

 

 

注 補助事業が、農地農業用施設災害復旧事業査定設計委託事業の場合には、第２項のただし

 書を削り、第５項から第10項まで及び第11項第３号を削除すること。 



別記第13号様式（第16－２及び第16－３関係） 

（記号）第    号  

     年  月  日  

 

 北海道  総合振興局（振興局）長  様 

 

                   補 助 事 業 者（団体等名及び代表者氏名）  

 

   補助金に係る消費税等仕入控除税額について 

     年  月 日付け（記号）第 号指令で補助金の交付決定を受けた    事業につ

いて、農地農業用施設災害復旧事業費等補助金取扱要領第16の規定に基づき、次のとおり報告し

ます。 

記 

１ 補助金の確定額                 金       円 

２ 補助金の確定時における消費税等仕入控除税額   金       円 

３ 消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金 

  に係る消費税等仕入控除税額                   金       円 

４ 要補助金返還相当額（３－２）          金       円 
 (注) 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

   なお、補助事業者等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。 

   ・消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの） 

   ・消費税確定申告書付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

   ・補助事業者等が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収

入割合が５パーセント以下であることを確認できる資料 

５ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

  〔                               〕 
 (注) 消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載

すること。 

６ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額がない場合、その理由を記載 

  〔                               〕 
 (注) 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

   なお、補助事業者等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。 

   ・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所

得税）確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）及び損益計算書等、売上高を確認でき

る資料 

・新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始

日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など、免税事業者であ

ることを確認できる資料 

   ・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告

書（簡易課税用）の写し（税務署受付済みのもの） 

   ・補助事業者等が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収

入割合が５パーセントを超えることを確認できる資料 

 

 

 

 

 

注 この報告書には、３の金額の内訳を記載した書面（別紙「補助金に係る消費税等返還額算定調

書」）を添付すること。 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別紙 

補 助 金 に 係 る 消 費 税 等 返 還 額 算 定 調 書 

 

 

 

地 区 番 号 

 

 

 

 

 

 

町 村 名 

 

 

 

 

 

 

事業主体名 

 

 

 

 

 

 

事 業 費 

 

              

① 

 

① の 内 訳
 

 

 

 

②のうち消費税 

等相当額    

 

      ③ 

 

 

 

  補助率 

 

 

    ④ 

 

補助金に係る消 

費税等仕入控除 

税額（補助金返 

還額） 

    ③×④ 

 

課 税 対 象 

      ② 

 

非 課 税 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 事 費
 

 

 

      円 

 

 

      円 

 

 

      円 

 

 

      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 事 雑 費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 雑 費
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 課税対象物件のうち、③の「②のうち消費税等相当額」が確認できるよう次の書類を添付すること。 

  ア 工事費・・・請負（委託）契約書の写し 

  イ 工事雑費及び事務雑費・・・直営調書（別記第31号様式）の写し 



別記第14号様式（第17－１及び第42－１関係） 

 

年度補助金等交付申請取下書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

上記の事業（事務）に関して、    年  月  日付け（記号）第   号指令

で補助金等の交付の決定を受けましたが、次の理由によりその交付申請を取り下げます。 

（取下げの理由） 

 

 

 

 

 

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付された条件に不服があ

る場合において、当該交付申請を取り下げるときに使用すること。 

２ この様式には、取下げの理由の参考となる事項を記載した書類を添付すること。 

 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第15号様式（第18関係） 

事 業 着 手 届 

 

                              年  月  日 

 

 北海道  総合振興局（振興局）長  様 

 

                  住 所 

             補助事業者     

                  氏 名               

                              

 

     年          事業  地区（地区番号及び箇所番号）について

は、    年  月  日着手したので、届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の氏名 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第16号様式（第19－１関係） 

 

年度補助事業等変更承認申請書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 

 
住所                

補助事業者等                   
氏名                

     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金等の交付の決定を受け

た上記の事業（事務）について、その計画を次の理由により変更したいので関係書類を

添えて申請します。 

１ 補助金等交付決定額    金           円 

２ 変更後の補助金等申請額  金           円 

３ 変更の理由 

 

 

 

 

 

注 １ この様式は、補助事業等の内容の変更、補助事業等に要する経費の配分の変更

等の承認申請の場合に使用すること。 

２ 「    年  月  日付け（記号）第  号指令」については、当初の交

付決定の年月日、番号を記載すること。 

３ この様式に添付する関係書類は、交付申請の際の関係書類の様式によるものと

し、変更後の計画（変更されない部分を含む。）を上段に、変更前の計画を下段

に括弧書きで記載して、変更前と変更後の内容を対比できるように作成すること。 

なお、記載事項に変更がない関係書類については、添付を省略し、その旨を付

記することとして差し支えないものとする。 

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の氏名 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第17－１号様式（第19－２関係） 

 

（記号）第   号指令 

 

                             （補助事業者） 

 

     年  月  日申請の        事業に係る計画の変更については、

これを承認します。ただし、次の事項を承知してください。 

 

      年  月  日 

 

                 北海道  総合振興局（振興局）長   印 

 

 この承認の内容は、    年  月  日付け補助事業等変更承認申請書記載の

とおりです。 

 

                        （   部   課   係） 

 

注１ この様式は、補助金の総額に変更を来さない計画変更の場合に使用すること。 

 ２ この変更承認に伴い補助指令の条件を変更する必要がある場合は、この変更指令の条件として、

  その変更の内容を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第17－２号様式（第19－２及び第30－３関係） 

 

（記号）第    号指令 

 

                                  （補助事業者） 

 

      年   月  日申請の         事業に係る計画の変更を承認し、

     年  月   日付け（記号）第    号指令の補助金「金   円」を「金  

 円」に変更します。ただし、次の事項を承知してください。 

 

       年  月  日 

 

                    北海道  総合振興局（振興局）長   印 

 

１ この承認の内容は、    年  月  日付け補助事業等変更承認申請書記載

 のとおりです。 

２ 変更後の補助金の交付の対象となる事業及び経費並びに補助金の額は、次のとお

 りです。 

 
 
 
補 助 対 象 
事 業 
 
 

 
変 更 前 

 

 
変 更 後 

 
補 助 対 象 
経   費 
 

 
補 助 金 
の   額 

 
事業完了 
期  限 

 
補 助 対 象 
経   費 

 
補 助 金 
の   額 

 
事業完了 
期  限 

 
 
 
 
 

 
 
    円 
 
 

 
 
    円 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
    円 
 
 

 
 
    円 
 
 

 
 
 
 
 

 

                        （   部   課   係） 

 

注１ この様式は、補助金等の総額に変更をきたす計画変更の場合に使用すること。 

 ２ この変更承認に伴い補助指令の条件を変更する必要がある場合は、この変更指令の条

  件として、その変更の内容を記載すること。 

 ３ 当初指令で「区分」又は「費目」を設定している事業については、「補助対象経費」

  及び「補助金の額」欄をそれぞれ「区分」又は「費目」別にして使用すること。 

  にて処理すること。                              



別記第18号様式（第20－１関係） 

 

年度補助事業等執行遅延（不能）報告書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 

 
住所                

補助事業者等                  
氏名                

     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第    号指令で補助金等の交付の決定を受

けた上記の事業（事務）について、次の理由により予定の期間内に完了する見込みがな

い（その遂行が困難となった）ので報告しますから指示をお願いします。 

（遅延又は遂行困難の理由） 

 

 

 

 

 

 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務の執行が遅延し、又

は困難となった場合に使用すること。 

２ 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の

交付決定の年月日、番号を記載すること。 

３ この様式には、報告時点における当該補助事業等の進ちょく状況その他必要と

認められる事項を記載した書類を添付すること。 

 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の氏名 



別記第19-1号様式（第20-1関係） 

繰 越 等 実 施 計 画 書 

１ 繰越後の事業完了予定      年  月  日 

２ 実施計画 

 

 

区 分 

又 は 

事業種類 

 

 

 

 

 

工 種 

 

 

 

 

計     画 

 

 

年 度 内 実 施 予 定 

 

 

翌 年 度 実 施 予 定 

 

 

 

 

年度内概算 

予定補助金 

 

 

 

 

 

 

 

備   考 

 

 

 

 

 

事業量 

 

 

 

 

事業費Ａ 

 

 

 

 

補助金 

 

 

 

 

事業量 

 

 

 

 

事業費Ｂ 

 

 

 

 

Ｂ／Ａ 

 

 

 

 

補助金 

 

 

 

 

事業量 

 

 

 

 

事業費Ｃ 

 

 

 

 

Ｃ／Ａ 

 

 

 

 

補助金 

 

 

 

 

予定期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    年 月 

     ～ 

    年 月 

 

    年 月 

     ～    

    年 月  

 

    年 月 

     ～    

    年 月  

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度内概算予定 

補助金算出根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注１ 「区分又は事業種類」欄は、更に費目ごとに分けて記載すること。 

    ２ 「予定期間」欄は、各費目ごとの予定工期を記載すること。 



別記第 19－２号様式（第 20－２関係）  

 

（記号）第    号指令 

 

                               （補助事業者） 

 

      年    月   日提出の補助事業等執行遅延報告書に基づき、 

          事業の執行を次のとおり指示します。 

 

       年   月   日  

 

                北海道  総合振興局（振興局）長   印  

 

１  事業完了期限を    年   月   日とします。 

２  補助対象事業を完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、速

やかに補助事業等実績報告書を総合振興局（振興局）長に提出しなければな

りません。会計年度が完了したときも、また同様とします。 

 

                    （    部    課     係） 

 

 

 

 



別記第20号様式（第21－１関係） 

 

補 助 金 等 概 算 払 申 請 書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 
 

住所                

補助事業者等                  
氏名                

     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で交付の決定を受けた上記の事

業（事務）に係る補助金等について、概算払を受けたいので申請します。 

記 

１ 補助金等交付決定額   金           円 

２ 既に概算払を受けた額  金           円 

３ 今回概算払申請額    金           円 

４ 申請の理由 

５ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号 

 

振 込先 銀行等 の名 称 支店名 口  座  番  号 

 
 

 

普通 

当座 

 

 

注 １ 「  年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の交付

決定の年月日、番号を記載すること。 

２ 「５口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替

払を希望する場合に記載すること。 

３ 建設工事に要する経費に係る補助金等の場合にあっては、申請額の算出の基礎

を記載した書類（でき形検査調書等）を添付すること。 

法人の場合は、法人の 

名称及び代表者の氏名 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第21号様式（第21－１関係） 

 

 

資 金 収 支 計 画 書                                （単位 千円）  

  月 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ 計 備 考 区

分 

 科 

目 
 

収 
 
 

入 

                

                

                

                

計                

支 
 
 

出 

                

                

                

                

計                

収支 当月分                

差額 累 計                

 

注 １ この計画書は、補助事業等に係る月別収支計画について作成すること。ただし、申請者が地方公共団体である場合、当該

補助事業等が実績で申請すべきこととされているものである場合及び当該補助事業等の内容が建設工事である場合について

は、この計画書の作成を要しないものとする。 

２ 当該補助事業等の実施のために借り入れた金額がある場合は、「科目」欄に「借入金」と記載し、かつ、借り入れた月に

当該借入金の額を表示すること。 



別記第22号様式（第21－２関係） 

                        （記号）第     号 

                            年  月  日 

                

 （補助事業者） 様 

 

               北海道  総合振興局（振興局）長  印 

 

   ○○事業に係る補助金の概算払について（通知） 

     年  月  日申請に基づき、          事業に係る補助

金について、次のとおり概算払をすることと決定したので通知します。 

記 

１ 概算払をする時期     月  日頃 

２ 概 算 払 を す る 額 金       円 

 

                      （   部   課   係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第23号様式（第20－１関係） 

事 業 遂  行 状 況  報 告 書 

 

                                                               年  月  日 

 

  北海道  総合振興局（振興局）長  様 

 

                                                 住 所 

                                           補助事業者     法人の場合は、法人の 

                                                 氏 名 名称及び代表者の氏名    

 

      年  月  日付け（記号）第    号指令で補助金の交付の決定を受けた         事業に係る遂行状況について、次の

とおり報告します。 

記 

１ 事業完了予定       年   月  日 

２ 実施状況 

                                                            年  月  日現在 
 
 

区   分 
 
 

 
 

工  種 
 
 

 
実  施   計  画 

 

 
で き 高 

 
 進捗率 
 
 Ｂ／Ａ 

 
 

支出済額 
 

 
 

備   考 
  

事 業 量 
 

 
事 業 費 Ａ 

 

 
事 業 量 

 

 
事 業 費 Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 「区分」欄は、更に費目ごとに分けて記載すること。                                     

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第24号様式（第23－１関係） 

 

補助事業等に係る工事完成届 

 

年  月  日   

 

 

   北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業名                   

     年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金等の交付の決定を受け

た上記事業（事務）に係る建設工事は、    年  月  日完成したので届け出ま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

注 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の交付

決定の年月日、番号を記載すること。 

 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第25号様式（第23－２関係） 

工 事 完 成 届 

 

                              年  月  日 

 

 北海道  総合振興局（振興局）長  様 

 

                   住 所 

              補助事業者    法人の場合は、法人の 

                   氏 名 名称及び代表者の氏名    

                              

 

     年        事業   地区（地区番号及び箇所番号）に係る建設

工事は、    年  月  日完成したので、届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

注１ この様式は、補助金交付決定前に、工事が完成したときに使用すること。 

 ２ 建設工事の完成ごとに届け出すること。 

 ３ 工事検査調書の写し、工事目的物受渡書の写し及び工事完成写真を添付すること。 

 ４ 査定以前に完了し、査定を受けた建設工事については、工事完成届の提出は要しないものとす

  る。 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第26号様式（第25関係） 

 

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金等の交付の決定を受け

た上記の事業（事務）は、  年  月  日完了したので、関係書類を添えて報告し

ます。 

口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号 

振込先銀行等の名称 支店名 口  座  番  号 

 
 

 

普通 

当座 

 

 

 

 

 

注 １ 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の

交付決定の年月日、番号を記載すること。 

２ 「口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替払

を希望する場合に記載すること。 

３ 補助事業等の期間が２年度以上にわたる場合で、道の会計年度が終了したとき

に使用する場合は、この様式中「完了」とあるのを「執行」と訂正して使用する

こと。 

本 件 責 任 者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第27号様式（第38関係） 

事 業 精 算 書 

 

 事業（事務）名           

 収入の部 

科        目 予  算  額 
精 算 額 

内     訳 
備  考 

款 項 目 節 当   初 更正後の額 収 入 済 額 収入未済額 

    
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

 

 支出の部 

科        目 予  算  額 
精 算 額 

内     訳 
不 用 額 備 考 

款 項 目 節 当   初 更正後の額 支 出 済 額 支出未済額 

    
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

  上記のとおり精算したことを証明します。 

         年  月  日 

○○市（町村）長 （氏  名）     

 注 １ この様式には、当該補助事業等に要した経費のみを記載すること。 

   ２ 「科目」欄の区分は標準を示したものであり、補助金等の交付を受けた者における通常の予算及び決算の区分がこれと異

なるときは、それぞれ補助事業者等の区分に従い記載して差し支えないこと。 

   ３ 「予算額」欄中「更正後の額」欄には、補助事業者等の議決機関等における最終の更正後の額（予算の流用による更正後

の額を含む。）を記載すること。 

   ４ 「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、かつ、債務者又は債権者の住所氏

名を「備考」欄に記載すること。 

   ５ 補助事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該補助事業等に係る特定財源のみを記載し、備考欄に予算の区

分（一般会計又は特別会計）を記載すること。 

   ６ 「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合には、「当初」）欄に記載した額から「精算額」欄に記載した額を

控除した額を記載すること。 

   ７ 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長（氏名）」を訂正して使用すること。 



別記第28号様式（第25関係） 

 
請 負 （ 委 託 ） 調 書                      

工
種 

施行 

箇所 
事業量 

設 計 

金 額 

設 計 

責 任 

者 職 

氏 名 

契 約 

金 額 

契 約 

年月日 

契約方式競

争・（随契

の）別 

請 負 人 

住 所 

氏 名 

工 期 

着 工 

年月日 

完 成 

年月日 

監 督 

員 職 

氏 名 

完 成 検 査 工事費等の支払方法 

備 考 

年月日 
検査員

職氏名 
年月日 金 額 支払方法 

   

円  円 

            

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費に係る補助金に関し実績報告をする場合

に使用すること。 

２ 請負（委託）契約１件ごとに記載すること。 

  ３ 契約を変更した場合は、「設計金額」、「契約金額」及び「契約年月日」欄に変更前のものを上段に括弧書きで記載すること。 

  ４ 「工種」欄は、純工事費の工種のダム、ため池、頭首工、揚（排）水機場、用（排）水路、農道、ずい道、橋りょう、処理施設、管路施設、農地保全等を記載する

こと。 

  ５ 「施行箇所」欄には、ダム、ため池、頭首工、揚（排）水機場等の施設にあってはその名称を、用（排）水路、農道等にあっては幹線、支線名等を暗きょ排水、客

土、区画整理、農地造成等にあっては工区名を記載すること。 

  ６ 「工期」欄には、請負（委託）契約書の工期を記載すること。 

  ７ 「請負人住所氏名」欄に記載する住所は、市町村名とする。 

  ８ 「監督員職氏名」欄には、補助監督員も記載すること。 

  ９ 「支払方法」欄には、口座振替、小切手、現金等と記載すること。 



別記第29号様式（第25関係） 

 

直 営 調 書 （ 支 給 品 費 ）                      

工 種 品 名 規 格 数 量 単 価 金 額 購入年月日 支 払 年 月 日 支 払 先 備 考 

    円 円     

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費

に係る補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

２ 「工種」欄は、純工事費の工種のダム、ため池、頭首工、揚（排）水機場、用（排）水路、農道、ずい道、橋りょう、処理

施設、管路施設、農地保全等を記載し、工種ごとに計を付すこと。 



別記第30号様式（第25関係） 

 

直営工事調書（材料費、労務費、役務費、需用費等） 

工 種 名 称 数 量 単 価 金 額 支払年月日 支 払 先 備 考 

   円 円    

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費

に係る補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 「工種」欄は、純工事費の工種のダム、ため池、頭首工、揚（排）水機場、用（排）水路、農道、ずい道、橋りょう、処理

施設、管路施設、農地保全等を記載し、工種ごとに計を付すこと。 

  ３ 「名称」欄には、職種、品名等を記載すること。 



別記第31号様式（第25関係） 

 

直 営 調 書 （ そ の 他 ） 

品名又は名称 数 量 単 価 金 額 支払年月日 支 払 先 備  考 

  円 円    

  注 この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費

に係る補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 



別記第32号様式（第25関係） 

 

用 地 買 収 調 書                      

工 

種 

所 有 者 買 収 地 

買収面

積 
単 価 金 額 用 途 

契約年月

日 

登記年月

日 

支払年月

日 
備考 

住 所 氏 名 所在 地番 
地 

目 

       

円 円 

     

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費

に係る補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

２ 「工種」欄は、純工事費の工種のダム、ため池、頭首工、揚（排）水機場、用（排）水路、農道、ずい道、橋りょう、処理

施設、管路施設、農地保全等を記載し、工種ごとに計を付すこと。 

  ３ 「地目」欄には、現況地目を記載すること。 

  ４ 土地に関する所有権以外の権利の消滅に要した経費についても記載するものとし、「備考」欄に消滅した権利の名称を付記

すること。 

  ５ 土地の所有権の価格と所有権以外の価格とを分離することが困難なときは、「金額」欄には分離しない価格を記載し、「備考」

欄にその旨付記すること。 



別記第33号様式（第25関係） 

 

補 償 費 調 書                      

工種 
補償物件

又は権利 

補償物件

又は権利

の所在地 

被補償者住所氏

名 
数量 単 価 金 額 

契約年月

日 

補償物件

の移転等

確認年月

日 

権利の登

記年月日 

支払年月

日 
備考 

    

 円 円 

     

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費

に係る補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

２ 「工種」欄は、純工事費の工種のダム、ため池、頭首工、揚（排）水機場、用（排）水路、農道、ずい道、橋りょう、処

理施設、管路施設、農地保全等を記載し、工種ごとに計を付すこと。 

  ３ 「補償物件又は権利」欄には、立毛等の補償にあってはその作物名を、移転補償にあってはその対象物件名を記載すること。 



別記第34号様式（第25関係） 

 

 

船 舶 及 び 機 械 器 具 費 調 書                      

区分 品名及び名称 規格、形式、寸法等 数 量 単 価 金 額 取得年月日 耐用年数 備 考 

   

 円 円 

   

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費

に係る補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

２ 「区分」欄には、購入、借上げ、運搬、据付け、撤去等を記載すること。 

  ３ 借上げの場合は、「備考」欄にその期間を記載すること。 

 



別記第35号様式（第25関係） 

 

取 得 財 産 台 帳                      

事 業 名 地区名 事業主体 名 称 形状寸法 数 量 単 価 取得金額 
検収又は取 

得 年 月 日 

処 分 制 限 期 間 処 分 の 状 況 

備 考 

耐用年数 
処分制限 

年月日 
処分の種別 処分年月日 補助金返還額 

      

円 円 

     

円 

 

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費

に係る補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ この様式は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第225号）第13条に定める財産につい

て記載すること。 

  ３ 「処分制限年月日」欄には、処分制限の終期を記入すること。 

  ４ 「処分の種別」欄には、譲渡、交換、貸付、担保提供等別に記入すること。 

  ５ 「備考」欄に、当該事業に係る補助率等を記載すること。 

  ６ 数年に渡って施工する施設については、完成した年度において記載するものとし、「備考」欄にその施工期間を記載するこ

と。 

  ７ 地区名に括弧書きで「地区番号及び箇所番号」を記載すること。 

 



別記第36号様式（第25関係） 

 

残 材 料 調 書                      

地 区 名 

（地区番号及び箇所番号） 
名  称 形 状 寸 法 数  量 単  価 金  額 

検収又は取 

得年月日 
備  考 

   

 円 円 

  

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業、農業用施設災害関連事業及び災害関連農村生活環境施設復旧事業に要した経費

に係る補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

 



別記第37号様式（第25関係） 

補 助 事 業 遂 行 計 画 書 

 

 

 

区 分 

又 は 

事業種類 

 

 

 

 

 

工 種 

 

 

 

 

実 施 計 画 

 

 

       年 度 で き 高 

 

 

実 施 計 画 

 

 

補助金概算 

払受領額  

 

 

 

 

備   考 

 

 

 

 

事業量 

 

 

 

 

事業費 

 

 

 

 

補助金 

 

 

 

 

事業量 

 

 

  

 

補助金 

 

 

 

 

事業量 

 

 

 

 

事業費 

 

 

 

 

補助金 

 

 

 

事業費 

 

 

 

支出済額 

 

 

 

支出未済額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完了予定年月日 

 

    年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注 「区分又は事業種類」欄は、さらに費目ごとに分けて記載すること。 



別記第38－１号様式（第28－１関係） 

                        （記号）第     号 

                            年  月  日 

 

 （補助事業者） 様 

 

               北海道  総合振興局（振興局）長  印 

 

   補助金の額の確定について（通知）  

     年  月  日提出の補助事業等実績報告書を審査（及び実地検査）

した結果、          事業に係る補助金の額を次のとおり確定したの

で、通知します。 

記 

 補助金の確定額  金       円 

 

                      （   部   課   係） 

 

注 実績をもって交付申請をすべきこととされている補助金の額の確定を行った場合は、この

  様式による通知を要しない。 



別記第 38－２号様式（第 28－２関係）  

 

（記号）第    号達  

 

                       （補助事業者）  

 

   年   月   日付け（記号）第    号で通知した  

   事業に係る補助金の額の確定に伴い、当該確定額を超えて交付し

た補助金  金       円の返還を命じます。ただし、次の事項を承

知してください。  

 

    年   月   日  

 

           北海道   総合振興局（振興局）長  印  

 

１  返還すべき補助金は、別に総合振興局（振興局）長が発行する返納

通知書により納付すること。  

２  返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときは、納期日の

翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納

付した場合におけるその後の期間については、その納付額を控除し

た額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した違約延滞金を道に

納付しなければなりません。  

 

                  （    部    課    係）  

 

注  この命令書と当該返還金に係る返納通知書は、同時に送付すること。ただし、納付

すべき期限を猶予した場合は、この限りでない。  



別記第39－１号様式（第30－２関係） 

   年 度   事 業 補 助 金 増 額 交 付 申 請 書 

 

                                         年   月  日 

 

  北海道   総合振興局（振興局）長    様 

 

                           住  所 

                     補助事業者     法人の場合は、法人の  

                           氏  名 名称及び代表者の氏名    

 

  事業名                                     

 

     年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金の交付の決定を受けた上記の

事業について、次のとおり補助金の増額交付を受けたいので申請します。 

 なお、この増額によって    年  月  日提出の補助事業等実績報告書に添付した関

係書類を別紙のとおり変更します。 

記 

 

 

年 災 

 

 

 

地  区 

 

 

番    号 

 

 

補助対象 

事 業 費 

Ａ 

 

確 定 

補助率 

Ｂ 

 

今回補助 

金額 

Ｃ 

 

既補助金 

額 

Ｄ 

 

増額交付 

申請額 

E(C-D) 

 

地 区 

 

 

箇 所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

 

 

 

  ％ 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 この申請書には、実績報告書に添付すべき関係書類のうち、変更後の「事業計画（実績）及び経費

 の配分表」及び「事業精算書」を添付すること。 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第39－２号様式（第30－３関係） 

 

（記号）第   号指令 

 

                                （補助事業者） 

 

     年  月   日申請の             事業に対し、金      

  円を追加補助し、及び同額をもって補助金の額を確定します。ただし、次の事項

を承知してください。 

 

       年  月  日 

 

                    北海道  総合振興局（振興局）長  印 

 

１  この補助金の交付の対象となる補助事業の名称及び経費並びに補助金の額は、次

のとおりとします。 

 

補助事業名 

 

 

補助対象経費

  

 

 

 補助金の額  

   Ａ 

 

 既 補 助 金  

 の額  Ｂ 

 

 追加交付額  

  Ａ－Ｂ 

 

 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

２ 補助金の交付条件は、    年  月  日付け（記号）第   号指令に付

けた条件と同様とします。 

 

 

                       （   部   課    係） 



別記第40－１号様式（第33－１関係） 

財 産 処 分 承 認 申 請 書 

 

                              年  月  日 

 

 北海道  総合振興局（振興局）長  様 

 

                  住 所 

             補助事業者    法人の場合は、法人の 

                  氏 名 名称及び代表者の氏名    

 

     年  月  日付け（記号）第   号指令の         事業に

より取得した財産について、次のとおり処分したいので、承認されたく申請します。 

記 

１ 事業名 

 

２ 地区名 

 

３ 物件名（別紙１ 財産調書のとおり） 

 

４ 処分する理由（別紙２ 処分理由書のとおり） 

 

５ 評価額  金     円（別紙３ 評価額調書のとおり） 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別紙１ 

財   産  調   書 

 
 
 
物 件 名 
 
 
 

 

 規 格、 

形状又 

は寸法 
 

 
 
 
数 量 

 
 
 

 
 
 
取 得 価 格
 
 
 

 
 

取  得
 

年 月 日 

 
 

 
 
 
耐用年数 
 
 
 

 
 
 

摘   要 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 １ 機械器具に

ついては、運
転時間、走行
距離等を記載
すること 

 
 ２ 建物につい

ては、所在
地、敷地所有
者等を記載す
ること 

 
 ３ 土地につい

ては、地番、
地積、地目及
び評価年月日
を記載するこ
と 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 処分しようとする物件の写真を添付すること。 
 ２ 建物にあっては、平面図を添付すること。 
 ３ 土地にあっては、地積図を添付すること。         



別紙２ 

処 分 理 由 書 

 

項   目 

 

内       容 

 

 

１ 補助事業開始年月日 

 

 

 

 

（ 事業開始時の着手年月日を記載すること。） 

 

 

 

 

 ２ 補助事業完了年月日 

 

 

 

   事業完了時の最終債権債務の確定日を記載する 

こと。ただし、事業が完了していない場合には、

「継続中」と記載すること。 

 

 

 

 

 ３処 分 の 方 法 

 

 

 

 

   ①目的外使用（有償、無償） ②譲渡（有償、無償）  

   ③交換（等価差益、更新）   ④貸付（有償、無償）  

   ⑤担保  ⑥物件転用 ⑦その他                      

          

   ①～⑦の中から選択 

 

 

 

 

 ４ 処 分 の 理 由  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 何故処分する必要があるのか詳細に記載すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 ５ 処 分 後 の 措 置 

 

 

 

 

 

 

（ 処分後の所有者名及び使用方法を記載すること。） 

 

 

 

 



別紙３ 

評 価  額 調 書 

 

                                  年  月  日調査 

 
区  分 

 

 
数  量 

 

 
金  額 

 

 
補助金額 

 

 
算  出  基  礎 

 

 

 

取 

得 

価 

格 

 

 

 
物 件 １
 

 
 

 
     円 

 
     円 

 
 

 
物 件 ２

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
物 件 ３

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

控 

 

除 

 

額 

 

 
物 件 １

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
物 件 ２

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
物 件 ３

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

評 

 

価 

 

額 

 

 
物 件 １

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
物 件 ２

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
物 件 ３

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

注１ 評価額は、［取得価格－控除額］とする。 

 ２ 評価方法については、地方公共団体等の評価方法によること。  



別記第40－2号様式（第33－2関係） 

                          （記号）第     号 

                              年  月  日 

 

 （補助事業者） 様 

 

                 北海道  総合振興局（振興局）長  印 

 

   財産処分の承認について（通知） 

     年  月  日申請の         事業の財産処分については、承

認します。ただし、次の事項を承知してください。 

記 

１ 処分後、速やかに別紙「財産処分報告書」を提出すること。 

２ 処分により収入のあった金額の  パーセントに相当する額を別に総合振興局 

 （振興局）長が発行する納入通知書により道に納付すること。 

 

                        （   部   課   係） 

 

注１ 財産処分を承認しない場合は、本文中「承認します。」とあるのを「次の理由により承認しま

  せん。」と書き替え、記として不承認の理由を記載すること。 

 ２ 財産処分による収入の返還を要しない場合には、２を削除すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

財  産 処 分 報  告 書 

 

                                   年  月  日 

 

  北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 

                     住 所 

                 申請者    法人の場合は、法人の 

                     氏 名 名称及び代表者の氏名      

 

      年  月  日付け（記号）第   号で承認のあった財産を次のとおり

処分したので報告します。 

記 

 

 物 件 名 

 

 

 処 分 方 法 

 

 金   額 

 

 処 分 年 月 日 

 

 備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 売払契約書の写しを添付すること。 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第41－１号様式（第34－１関係） 

残 存 物 件 処 分 承 認  申 請 書 

 

                                         年   月  日 

 

  北海道   総合振興局（振興局）長    様 

 

                            住  所 

                         申請者     法人の場合は、法人の 

                            氏  名 名称及び代表者の氏名    

 

       年  月   日付け（記号）第    号指令による  地区        事業に

より取得（発生）した残存物件を、次のとおり売払（又は廃棄等）処分したいので、承認され

たく申請します。 

記 

 

区 分 

 

 

名  称
 

 

 

形状 

 寸法 

 

数 量
 

 

 

単 価
 

 

 

金  額
 

 

 

 取 得 

年 月 日 

 

処 分 

方 法 

 

 売 払 

予定価格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 「区分」欄には、取得又は発生の別を記載すること。 

 ２ 売払処分の場合は、その予定価格の算出の基礎を明らかにした調書を添付すること。 

 ３ 廃棄処分の場合は、その理由を明らかにした書類を添付すること。 

 ４ 転用の場合は、転用しようとする事業名及びその理由を明らかにした書類を添付すること。 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別紙  

残 存  物 件 処 分  報 告 書 

 

                                   年  月  日 

 

  北海道  総合振興局（振興局）長   様 

 

                      住 所 

                  申請者    法人の場合は、法人の 

                      氏 名 名称及び代表者の氏名    

 

      年  月  日付け（記号）第   号で承認のあった残存物件を次のと

おり処分したので報告します。 

記 

 

物 件 名 

 

 

処 分 方 法 

 

 

金   額 

 

 

処 分 年 月 日 

 

 

備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 売払契約書の写しを添付すること。 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 



別記第42号様式（第35関係） 

    年 災 害 復 旧 事 業 費 補 助 率 増 高 申 請 書 （ 連 年 災 害 補 助 率 適 用 申 請 書 ） 

 

                                                    年  月  日 

 

 北海道  総合振興局（振興局）長  様                                        

          

                                               ○○市（町村）長   

 

    年１月１日から12月31日までに発生した災害により被害を受けた当市（町村）における農地及び農業用施設に係る災害復旧事

業費について、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律第３条第３項に定める高率補助（第３条の２第１項に

定める補助の比率による補助）を受けたく、別紙補助率増高申請（連年災害補助率適用申請）内訳を添えて申請します。 

 

注 別紙補助率増高申請（連年災害補助率適用申請）内訳３部を添付すること。 



付表１ 

年 災 別 箇 所 別 等 災 害 復 旧 事 業 費 内 訳 

                                                             総合振興局（振興局）  

   市町村名 
 
 

年 災 別
 

 

 

 
 

箇 所 番 号
 

 

 

 
 

事 業 主 体 名
 

 

 

 
災 害 復 旧 事 業 費 

 

 
耕作の事業を行う者の数 

 

 
 

摘    要
 

 

 

 
 
農 地

 

 

 

 農 業 用 

 施 設 

 

計
 

 

 

 延 数
 

 

 

 実 数
 

 

 
 
前 前 年 災 害
  

計 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

     円 

 

     円 

 

     人 

 

     人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前 年 災 害 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当 年 災 害 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 連年災害の補助率が適用されない市町村については、「前前年災害」及び「前年災害」欄は、記入を要しない。 



付表２ 

耕  作  者  名  簿 

                                                          総合振興局（振興局）   

  市町村名 

 

一
 

連
 

番
 

号
 

 

 

 

 

住 所 

 

 

 

 

 

氏 名 

 

 

 

本 人 の 該 当 す る 箇 所 及 び 地 番 

 

 
前 々 年 災 害 

 

 
前 年 災 害 

 

 
当 年 災 害 

 

 
箇 所 番 号 

 

 
地 番 

 

 
箇 所 番 号 

 

 
地 番 

 

 
箇 所 番 号 

 

 
地 番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     計   人 

 

 

延箇所数 

 

 

 

 

 

延箇所数 

 

 

 

 

 

延箇所数 

 

 

 

 

 

注１ 「氏名」欄の計の数値が申請書の別紙「耕作の事業を行う者の実数」欄の数値と一致すること。 

 ２ 延箇所数の数値が、付表１の「耕作の事業を行う者の数」欄の延数の数値と一致すること。 

 ３ 連年災害の補助率が適用されない市町村については、「前前年災害」及び「前年災害」欄は記入を要しない。 



別紙 

補 助 率 増 高 申 請 （ 連 年 災 害 補 助 率 適 用 申 請 ） 内 訳  

 

                                                 総合振興局（振興局）      市町村名 
 
 

区 分
 

 
当 該 市 町 村 の 総 事 業 費 

 
耕作の亊業 
を行う者の
実 数 
  （Ｂ） 

 
１人当たり 
 の事業費 
（Ａ／Ｂ） 
  （Ｃ） 

 
補 助 率 

 
当 年 災 害 の 補 助 金 の 額 

 
 

摘  要
 

 
 

 
 
農 地

 

 

 

 農 業 用 

 施 設 

 

計 

（ Ａ ） 

 
 
農 地

 

 

 

 農 業 用 

 施 設 

 
 
農 地

 

 

 

 農 業 用 

 施 設 

 

計
 

 

 

 

単 年 災 害 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

    人 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

    円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 年 災 害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年法律第1 6 9号）第３条第２項又は第３条の２の規定により旧
市町村の区域に関し補助率増高（連年災害補助率適用）の申請をする市町村については、旧市町村名及びその旧市町村が現市町村に合併した
年 月日を摘要欄に記入すること。 

 ２ 当該市町村の総事業費の欄の上段（単年災害）には、その年の12月31日までの１年間に発生した災害に係る災害復旧事業費の額を、下段 
  （連年災害）には、その年の12月31日までの３年間に発生した災害に係る災害復旧事業費の額を記入すること。 
 ３ 「年災別箇所別等災害復旧事業費内訳」及び「耕作者名簿」を添付すること。 
 ４ 耕作の事業を行う者の実数の欄には、「年災別箇所別等災害復旧事業費内訳」中の耕作の事業を行う者の実数の欄の計及び合計の数値をそ
  れぞれ該当の段に記入すること。 
 ５ 補助率欄は、１人当たりの事業費の欄の額が少額の段は記入を要しない。 
 ６ 補助率は、Ｃ欄の額が８万円を超え１５万円以下のときは農地にあっては80,000円×0 . 5＋（Ｃ－80,000円）×0 . 8、農業用施設にあって
                                             Ｃ 
  は80,000円×0.65＋（Ｃ－80,000円）×0 . 9とし、Ｃ欄の額が１５万円を超えるときは、農地にあっては 
            Ｃ 
  80,000円×0 . 5＋（150 , 0 0 0円－80,000円）×0 . 8＋（Ｃ－150 , 0 0 0円）×0 . 9、農業用施設にあっては 
                    Ｃ 
  80,000円×0.65＋（150 , 0 0 0円－80,000円）×0 . 9＋（Ｃ－150 , 0 0 0円）×1 . 0として算出し、小数点以下４位を四捨五入すること。 
                    Ｃ 
 ７ 金額の単位は円とし、円未満は四捨五入すること。 
 ８ 連年災害の補助率が適用されない市町村（単年災害のＣ欄が４万円以下又は連年災害のＣ欄が10万円以下の市町村）については、連年災害
  の段は記入を要しない。 



別記第43号様式（第35関係） 

   年 災 害 復 旧 事 業 特 別 措 置 適 用 申 請 書 

 

                                                    年  月  日 

 

 北海道  総合振興局（振興局）長  様 

 

                                              ○○市（町村）長    

 

    年に発生した激甚災害により被害を受けた当市（町村）における農地及び農業用施設の災害復旧事業について、激甚災害に対

処するための特別の財政援助等に関する法律第５条の規定による補助の特別措置の適用を受けたく申請します。 



付表１ 

暫 定 措 置 法 に よ る 補 助 率 算 定 表 

 

 

区 分 

 

 
市 町 村 の 総 事 業 費 

 

 
耕作の事業を 

 
行う者の実数 

 

 
１人当たりの 
事 業 費 
 

     （Ｂ） 

 
補 助 率 

 
農 地 

 

 
農業用施設 

 
計 （Ａ） 

 
農 地 

 
農 業 用 施 設 

 
単年災 

 

      円 

 

      円 

 

     円  

 

       人 

 

       円 

 

         

 

         

 
連年災 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 暫定措置法第３条第２項又は第３条の２の規定により旧市町村の区域に関し補助率増高又は連年災害補助率適用の申請をする市町村につい 

  ては、市町村名の下に、旧市町村名及びその旧市町村が現市町村に合併した年月日をかっこ書で併書すること。 

 ２ 「当該市町村の総事業費」欄の上段には、その年の12月31日までの１年間に発生した災害に係る災害復旧事業費の額を、下段には、その年

  の12月31日までの３年間に発生した災害に係る災害復旧事業費の額を記入すること。 

 ３ 「耕作の事業を行う者の実数」欄には、付表２の「年災別箇所別災害復旧事業費等内訳」中の「耕作の事業を行う者の数」の「実数」欄の

  計及び合計の数値をそれぞれ該当の段に記入すること。 

 ４ 「補助率」欄は、１人当たりの事業費欄の額が少額の段は記入を要しない。 

 ５ 補助率は、Ｂ欄の額が８万円以下のときは、農地にあっては0.500 、農業用施設にあっては0.650 とし、Ｂ欄の額が８万円を超え15万円以

  下のときは、農地にあっては80,000×0 . 5 0 0＋（Ｂ－80,000）×0 . 8 0 0、農業用施設にあっては80,000×0 . 6 5 0＋（Ｂ－80,000）×0 . 9 0 0 

                        Ｂ                              Ｂ 

  とし、Ｂ欄の額が１５万円を超えるときは、農地にあっては80,000×0 . 5 0 0＋（150,000 －80,000）×0 . 8 0 0＋（Ｂ－150,000 ）×0 . 9 0 0、 

                                           Ｂ 

  農業用施設にあっては80,000×0 . 6 5 0＋（150,000 －80,000）×0 . 9 0 0＋（Ｂ－150,000 ）×1 . 0 0 0として算出し、小数点以下第４位を４捨

                            Ｂ 

  ５入すること。 

 ６ 連年災の補助率が適用されない市町村（単年災のＢが４万円以下又は連年災のＢが10万円以下の市町村）については、連年災の段は記入を

  要しない。 



付表２ 

年 災 別 箇 所 別 災 害 復 旧 事 業 費 等 内 訳 

                                                             市町村名 

 
 

年 災  別 
 
 

 
 

箇所番号 
 
 

 
 
事 業 主 体 別 
 

 
事 業 費 

 
耕作の事業を行う者の数 

 
 

摘    要 
 
 

 

農  地
 

 

 

農業用施設
 

 

 

計
 

 

 

延  数
 

 

 

実  数
 

 

 

前 年 災 

 

計 

      円     円     円    

        

        

        

 

前 々 年 災 

 

計 

        

        

        

        

 

 

 

 

 

 当 年 災 

 

 

 

 

 

激 

甚 

災 

害 

        

        

        

        

小計         

 そ災 

 の害 

 他 

 の 

         

        

        

        

小計         

計         

合    計         

 

注１ 連年災の補助率の適用されない市町村については、当年災のみ記入すること。 
 ２ 激甚災害については、「摘要」欄に被災月日を記入すること。 
 ３ 「耕作の事業を行う者の数」の「実数」欄の当年災の計は、災害別に区分しないで年間を通じた数値を、同欄の合計は、付表３の「耕作者
  名簿」中の「氏名」欄の計の数値を記入すること。    



付表３ 

耕 作 者 名 簿 

                                                            市町村名 

 

 
  

一
 

  連
 

  番
 

  号
 

 

 

 

 

 

住    所 

 

  （市町村字番地） 

 

 

 

 

 

 

氏    名 

 

 

 

 

本 人 の 該 当 す る 箇 所 及 び 地 番 

 

前 々 年 災 害
 

 

 

前 年 災 害
 

 

 

当 年 災 害 

 

激 甚 災 害 

 

そ の 他 の 災 害  
 
箇所番号

 

 

 

 地  番
 

 

 

 箇所番号
 

 

 

 地  番
 

 

 

箇所番号 

 

地  番 

 

箇所番号 

 

地  番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

 

        人 

 

 

延箇所数 

 

 

 

 

 

延箇所数 

 

 

 

 

 

延箇所数 

 

 

 

 

 

 延箇所数 

 

 

 

 

 

注１ 「氏名」欄の計の数値が申請書の別紙「耕作の事業を行う者の実数」欄の数値と一致すること。 
 ２ 延箇所数の数値が、付表１の「耕作の事業を行う者の数」欄の延数の数値と一致すること。 
 ３ 連年災害の補助率が適用されない市町村については、「前前年災害」及び「前年災害」欄は記入を要しない。 



別紙 
激 甚 災 害 の 補 助 率 算 定 内 訳 

                                                      総合振興局（振興局）       市町村名 

 
 
 
 
 

災害別 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

事 業 別 
 
 
 
 

 
 
 
 
当該市町 
村の総事 
業費 
 
 
(Ａ) 

 
 
 
 
耕作の事 
業を行う 
者の実数 
 
 
(Ｂ) 

 
暫定措置法による補助額 

 
特 別 財 政 援 助 法 に よ る 補 助 額 

 
 
 
 

補 
助 
額 
計 
 

（L） 

 
 
 
 
 

補助額 
合 計 

 
（Ｍ） 

 
 
 
 

特別措 
置適用 
後の補 
助率 

 
（Ｎ） 

 

 
 
補助率 
 

 

 

 
 
補助額 
 
 

(C) 

 
 
 通 常 補 助 
 控除額 
 

 
 １万 
 円ま 
 での 
 部分 

 
 １万円を超 
 え２万円ま 
 での部分 
 

 
 ２万円を超 
 え６万円ま 
 での部分 
 

 
 
 ６万円を超 
 える部分 
 

 

総額 

（Ｄ） 

 

1人 当 た 

り の 額 

 

 

負担額 

 

（Ｅ） 

 

負担 

額

（Ｆ） 

 

補助 

額 

（Ｇ） 

 

負担 

額

（Ｈ） 

 

補助 

額 

（Ｉ） 

 

負担 

額

（Ｊ） 

 

補助 

額 

（Ｋ） 

 
 
 
激 甚 
災 害 
 
 
 

 
農 地 

 
   円 

 
   人 

 
 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
  円 

 
 

 
農 業 用 施 設  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
災害関連  

 
 

 
 

 
0.500 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
そ の 
他 の 
災 害 
 
 

 
農 地 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
農 業 用 施 設  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
災害関連  

 
 

 
 

 
0.500 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
計 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
合 計 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 （特別財政援助法による補助額（Ｌ欄）算出基礎） 
 
農 地              ＝ 
 
農業用施設              ＝ 
 
災 害 関 連              ＝ 



 
注１ 旧市町村の区域に関し特別措置適用の申請をする市町村については、総合振興局（振興局）、市町村名の次に、旧市町村名及びその旧市町
  村が現市町村に合併した年月日をかっこ書で併記すること。 
 ２ Ａ欄には、災害別の区分に従ってそれぞれ農地及び農業用施設の災害復旧事業並びに農業用施設の災害関連事業の事業費を記入すること。
 ３ Ｂ欄には、災害別の区分に従い付表２の「年災別箇所別災害復旧事業費等内訳」中の当年災の項の耕作の事業を行う者の数実数欄の小計の
  数値を記入すること。 
 ４ Ｃ欄には、暫定措置法第３条第２項又は第３条の２の規定により補助率増高又は連年災害補助率適用の申請をする市町村については、Ａ欄
  の事業費に付表の１「暫定措置法による補助率算定法」によって算定した補助率（災害関連は0.500 ）を乗じて得た額を記入すること。 
 ５ Ｄ欄には、Ａ欄の額からＣ欄の額を減じて得た額を記入すること。 
 ６ Ｅ欄の計は、１万円にＢ欄の数値を乗じて得た額を記入し、その額をＤ欄の額の割合に応じてあん分しおのおのの事業ごとに記入すること。
 ７ Ｆ欄は、Ｅ欄と同じ要領で記入すること。 
 ８ Ｇ欄には、Ｆ欄の額に10分の７の割合を乗じて得た額を記入すること。 
 ９ Ｈ欄の計は、４万円にＢ欄の数値を乗じて得た額（Ｄ欄の計の額が６万円にＢ欄の数値を乗じて得た額より少額である場合は、Ｄ欄の計の
  額からＥ欄及びＦ欄の計の額を減じて得た額）を記入し、その額をＤ欄の額の割合に応じてあん分しおのおのの事業ごとに記入すること。 
 10 Ｉ欄には、Ｈ欄の額に10分の８の割合を乗じて得た額を記入すること。 
 11 Ｊ欄の計は、Ｄ欄の計の額が６万円にＢ欄の数値を乗じて得た額より多額である場合にＤ欄の計の額からＥ欄、Ｆ欄及びＨ欄の計の額を減
  じて得た額を記入し、その額をＤ欄の額の割合に応じてあん分しおのおのの事業ごとに記入すること。 
 12 Ｋ欄には、Ｊ欄の額に10分の９の割合を乗じて得た額を記入すること。 
 13 Ｌ欄には、Ｇ欄、Ｉ欄及びＫ欄の額の合計額を記入すること。 
 14 Ｍ欄には、Ｃ欄及びＬ欄の額の合計額を記入すること。 
 15 Ｎ欄には、Ｍ欄の額をＡ欄の額で除して得た率を小数点以下第４位を４捨５入して第３位まで記入すること。(ただし、結果、1.000となる
  場合は切り捨てて0.999とする。) 
 16 金額の単位は円とし、円未満は４捨５入すること。ただし、通常補助控除額１人当たりの額欄は、円未満は切上げ、また、Ｊ欄、Ｉ欄及び
  Ｋ欄についての金額は、円未満切捨とする。 



別記第44号様式（第36－２関係） 

   年 災 害 復 旧 事 業 補 助 率 確 定 通 知 書 

                                                                   （記号）第     号   

                                                                       年  月  日 

 

  ○○市（町村）長   様 

 

                                                      北海道  総合振興局（振興局）長  印  

 

      年災害復旧事業補助率は、別紙のとおり確定したので、通知します。 

  なお、関係する団体には、貴職から通知してください。 

 

別紙 

   年 災 害 復 旧 事 業 補 助 率 算 定 表 

 

 

 

区  分
 

 

 

 

 
年   災 

 

 
年災害基本補助率 

 

 
暫定措置法適用部分 

 

 
財 政 援 助 特 例 法 適 用 部 分 

 

 
 
 総事業 
 費 
 

 
 
耕作

 

 者実
 

 数
 

 

 
 
 総事業 
 費 
 

 
 
耕作

 

 者実
 

 数
 

 

 
 
 補助 
 率 
 

 
 単年 
 災連 
 年災 
 の別 

 
 
 
事業費

 

 

 

 
 
 補助 
 金 
 

 
 
 補助 
 率 
 

 
 
 
事業費

 

 

 

 
 
耕作

 

 者実
 

 数
 

 

 
補 助 額 

 

 

補
 

助
 

率
 

 

 
暫定措置法に 
よる部分 
 

 
財政援助特別 
法による部分 
 

 

計
 

 

 

農  地 

 

 

   円 

 

 

  人 

 

 

   円 

 

 

  人 

 

 

  ％ 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

  円 

 

 

  ％ 

 

 

   円 

 

 

  人 

 

 

     円 

 

 

     円 

 

 

       

 

 

 ％ 

 

 

農 業 用
 

施  設
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第45号様式（第38－１関係） 

 

 

経 費 の 配 分 調 書                      

地 区 箇 所 

番 号 
工 種 

決定事業費 

Ａ 
Ａ×率 

委託事業費

の 支 出 額 

補 助 対 象 

経 費 

道 費 補 助

（申請）額 

補助金以外の財源 
備 考 

自己負担額 その他 計 

  円  円 円 円 円 円 円  

           

           

合 計           

 

委 託 事 業 費 及 び 工 事 費 内 訳 

地区箇所 

番 号 

委託契約 

年 月 日 

委 託 

事 業 費 

の支出額 

申 請 

事 業 費 

決 定 事 業 費 の 分 類 

被 災 

年月日 
備 考 1 00万

円以下 

100万円を超え 

500万円以下 

500万円を超え 

1,000万円以下 

1,000万円を超え 

3,000万円以下 

3,000万円を超え 

10,000万円以下 

10,000万円を

超えるもの 

  円 円 円 円 円 円 円 円   

            

            

合計            

 注）契約書、委託業務完了検査調書及び成果品受渡書の各謄本１通を添付すること。 

   「申請事業費」欄は、災害復旧計画概要書に記載した復旧事業費を記載すること。 



 

補 助 金 算 定 調 書 

地区箇所 

番 号 
予 算 額 実 施 額 

対 象 外 

経 費 

補 助 

基 本 額 
補 助 率 補助金額 事業実施による成果 

 円 円 円 円  円  

       

       

       

計        

 注１ この様式は、農地農業用施設災害復旧事業査定設計委託事業に要する経費に係る補助金の交付を申請する場合に使用するこ

と。 

 注２ 「事業実施による成果」欄は具体的に記載すること。 


